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は じ め に 

 
 本報告書は、令和 3 年度に設置した「建設業における労働安全衛生管理 DX の方向性に関する

円卓会議」において検討した事項をとりまとめたものです。 
 
 この円卓会議では、建災防の調査研究によって開発された「新ヒヤリハット報告」を切り口とし

て展開可能な安全衛生管理 DX について検討したものであり、平成 27 年設置の「建設業における

メンタルヘルス対策のあり方に関する検討委員会」及び平成 29 年設置の「ICT を活用した労働災

害防止対策のあり方に関する検討委員会」の委員及びオブザーバーの参集を仰ぎ、合同開催した

ものです。 
  
 本円卓会議は 3 回開催され、第 2 回には当協会の今井雅則会長（戸田建設株式会社会長）も出

席しました。そこで、本報告書の序文に代え、円卓会議の冒頭において今井雅則会長が行った挨

拶（抄）を掲載することとします。 
 

建災防会長の、戸田建設の今井です。本円卓会議の開催にあたり、一言、ごあいさつ申し上げます。

櫻井委員長、建山委員長をはじめ、本会議にご出席の委員ならびにオブザーバーの皆さまには、当協会

の調査研究に関し、これまで多大なるご尽力、ご協力を頂き、有意義な、価値ある実績を挙げていただ

いております。また、現在も労働安全衛生管理のデジタルトランスフォーメーションという大きなテー

マに積極的に取り組んでいただいていることに心より感謝申し上げます。建設業における災害防止は悲

願であります。特に、私もそうですが、現場に携わる人にとっては、事故をなくしたいと常に思ってお

ります。物を作る、創造に関わる仕事において不幸が発生することはあってはならないことです。SDGs
で、誰一人取り残さないという概念があります。誰一人不幸な人を出さないだけではなく、携わる全て

の人が幸せになるような産業でなければならない。これが建設業の悲願だと思っております。危険や事

故が発生しない環境をつくることの取り組みが進み、災害が減少しております。しかし、現在は減少が

止まっております。さらに進めるためには、潜在意識に働きかけ、予知、予感による不安全行動の抑

止、そして生命体が本能として持つ「身を守る力」を研ぎ澄ますことが必要だと考えます。 
 こうした中、このたび、建災防において開発した新ヒヤリハット報告のデジタル化を切り口に、安全

衛生のデジタルトランスフォーメーションを検討することは時を得た取り組みではないかと思っていま

す。新ヒヤリハット報告のデジタル版である、弊社のヒヤリポを評価していただきまして、ありがとう

ございます。弊社の 1 社使用を目的として開発しましたが、業界全体での展開を考え、システムや体制

の検討を行い、できるだけ早く供用できればと思っております。また、弊社の熱中症対策として開発を

始めたスマートヘルメットの発展型として、ヒヤリポとの連携、脳波の活用等も進めていければと思っ

ております。さまざまな発展型が可能です。これもまたご協力できればと思います。安全衛生管理全般

のデジタルトランスフォーメーションという未知の分野への取り組みもこうした手がかりとなるところ

から始め、大きく発展させていければ、建設業の事業者や労働者のみならず、全ての産業で働く人々の

幸せにつながるのではないかと考えます。今後も皆さま方の真摯な取り組みを心より期待いたしまして、

私のあいさつといたします。ありがとうございました。どうぞよろしくお願いします。 
 
 最後に、櫻井治彦委員長、建山和由委員長をはじめ、各委員及びオブザーバーの皆様には多大

なご尽力をいただき、心より感謝申し上げます。 
  
また、本年度の調査にご協力いただいた建設労務安全研究会の会員の皆様に対しましても、重

ねて感謝申し上げます。 
 

令和 4 年 3月 
建設業労働災害防止協会 
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第 1 章 委員会の設置 
 
１．委員会の設置 

1.1 趣旨・目的 

建災防では、平成 27 年 12 月に「建設業におけるメンタルヘルス対策のあり方に関する検討委

員会」（委員長 櫻井治彦慶應義塾大学医学部名誉教授）を設置し、平成 29 年度には「ICT を活用

した労働災害防止対策のあり方に関する検討委員会」（委員長 建山和由立命館大学理工学部教授）

を設置した。爾来、それぞれの委員会において、建設業の特性に留意したメンタルヘルス対策のあ

り方及び建設工事現場において ICT を活用することによる労働安全衛生水準の向上に資する情報

の収集・活用方法について検討を行ってきた。 

その結果、前者の委員会では「建災防方式健康 KY と無記名ストレスチェック」及び「新ヒヤリ

ハット報告」の開発につながり、後者の委員会では「労働災害防止のための ICT 活用データベー

ス」及び「レジリエンス能力向上のための VR 安全衛生教育プログラム」の開発につながった。 

一方、建設業における労働災害の現況をみると、ピークであった昭和 36 年に比べ 10 分の 1 程

度まで減少しているが、近年ではその減少率は鈍化しており、災害発生状況の内容も依然として

墜落災害、重機災害及び崩壊災害という 3 大災害が大半を占めるという構図は半世紀の間変わっ

ていない。こうした状況を打開するには、これまでの中心的対策であった物的な対策や管理的な

対策に加え、人そのものに着目した対策が必要と考える。 

すなわち、危険有害業務に人が介在するがゆえに労働災害のリスクが発生するが、人が介在し

なければ労働災害発生のリスクは限りなくゼロに近づく。これを追及するものとしてi-Construction

に代表されるように無人化施工等の ICT を活用した本質安全化対策を挙げることが出来るが、こ

の点、前述の ICT を活用したデータベースにおいて情報展開を行っているところである。とはい

え、建設現場では人の介在を全くゼロにすることは不可能に近く、現実には多くの職種の労働者

が混在して仕事を行っている。こうした状況においてこれまでの対策は、人はミスをするものであ

るとの前提で、フェールセーフやフールプルーフ等に代表される物的な対策及び資格や教育等の

管理的対策を中心に進めてきた（「SafetyⅠ」の取組）。しかしながら、人がルールを逸脱して不安

全行動やヒューマンエラーを起こす場合の背後要因（作業負荷、心身の状態、コミュニケーショ

ン等）に対する探究が十分とはいえないことから、ヒューマンファクターの背後要因対策として、

ヒヤリハットや災害そのものの減少につながる「深化した SafetyⅠ」の取組が必要と考える。さ

らに、人はミスを犯すが、ミスをリカバリーできるのも人であるという観点からレジリエンス能力

を向上させヒヤリハットを事故や災害につなげない「安全な状態を維持する」という「SafetyⅡ」

の取組を併せて志向することが重要と考える。このような考え方を実現するためのソリューショ

ンとして、建災防では、「新ヒヤリハット報告」を開発したところである。 

こうした ICT を活用した本質安全化の取組や「深化した SafetyⅠ+SafetyⅡ」の取組を促すこと

に加え、ニーズの大きい新ヒヤリハット報告のデジタル化を実現することで、これまで把握が困難

であったリスク、ヒューマンファクター、レジリエンス等の要因に係る膨大なデータを取得できる

ことになる。そして、この集積されるビッグデータについて AI 分析を行い、併せて既存の安全衛

生情報のデジタル化を進めることによって、これまでの安全衛生管理手法とは次元の異なる安全

衛生管理の DX（デジタルトランスフォーメーション）の方向性が窺がえるのではないかと推察す

る。 

そこで、この方向性を確実なものとし、その具体的内容の概要を明らかにするために、冒頭の両

委員会による円卓会議を開催し、検討を行うこととする。 
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1.2 検討事項 

（1） これまでの検討結果の確認 

① 「建設業におけるメンタルヘルス対策に関する検討委員会」による検討成果 

② 「ICT を活用した労働災害防止対策に関する検討委員会」による検討成果 

③ 建災防方式「新ヒヤリハット報告」活用マニュアルの発刊 

 

（2） 求められるこれからの労働安全衛生対策 

① 建設業の労働災害発生状況の経緯と現状 

② 建設業の安全衛生を取り巻く状況 

③ これからの建設業の安全衛生対策の体系 

 

（3） 建設業における安全衛生管理の DX の方向性 

① 「新ヒヤリハット報告」のデジタル化 

② 既存の安全衛生関係情報のデジタル化 

③ 集積した「新ヒヤリハット報告」の AI 分析 

④ ①から③を統合した安全衛生管理 DX の方向性 

  

 
 

1.3 委員名簿 

1.3.1 令和３年度 建設業におけるメンタルヘルス対策のあり方に関する検討委員会 

 

〇櫻井 治彦  慶應義塾大学 医学部 名誉教授 

小山 文彦  東邦大学医療センター佐倉病院  
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諏訪 嘉彦  東急ジオックス株式会社 代表取締役社長 

細谷 浩昭  鉄建建設株式会社 安全推進室 安全品質環境部長 

鉄建 24 時間情報センター部長 

建設労務安全研究会 副理事長 

渡辺 和広  北里大学 医学部 公衆衛生学 講師 

＜オブザーバー＞ 

北内 正彦  一般社団法人日本建設業連合会 常務執行役 

神田 道宏  清水建設株式会社 安全環境本部 安全部長 

（一般社団法人全国建設業協会推薦） 

宮澤 政裕  建設労務安全研究会 事務局長 
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産業保健課長 
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北内 正彦  一般社団法人日本建設業連合会 常務執行役 

神田 道宏  清水建設株式会社 安全環境本部 安全部長 

（一般社団法人全国建設業協会推薦） 

宮澤 政裕  建設労務安全研究会 事務局長 

笹本 裕三  一般社団法人日本造船工業会 総務部 労務担当部長 

平川 秀樹  独立行政法人労働者健康安全機構 勤労者医療・産業保健部 

調査役（産業保健担当） 

宮下 康彦  独立行政法人労働者健康安全機構 勤労者医療・産業保健部 

産業保健課長 

林 かおり  中央労働災害防止協会 健康快適推進部長 

＜厚生労働省＞ 

大塚 崇史  厚生労働省 労働基準局 安全衛生部 労働衛生課 産業保健支援室 

中央労働衛生専門官 

田染 陽一  厚生労働省 労働基準局 安全衛生部 労働衛生課 産業保健支援室 

室長補佐 

 

※ 〇印は、委員長                       （順不同・敬称略） 
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２．委員会での検討経緯 

 
●第１回委員会 

 

日時 令和 3 年 11 月 4 日 14:00～17：00 

場所 TKP 田町カンファレンスセンター ホール 2A（対面＆リモート形式） 

 

議題 

1. 事務局説明事項 

(1) 円卓会議の設置趣旨及び検討事項 

(2) これまでの検討結果の確認 

① 「建設業におけるメンタルヘルス対策に関する検討委員会」による検討成果 

② 「ICT を活用した労働災害防止対策に関する検討委員会」による検討成果 

③ 建災防方式「新ヒヤリハット報告」活用マニュアルの発刊 

(3) 求められるこれからの労働安全衛生対策 

① 建設業の労働災害発生状況の経緯と現状 

② 建設業の安全衛生を取り巻く状況 

③ これからの建設業の安全衛生対策の体系 

(4) 建設業における安全衛生管理の DX の方向性 

① 建災防方式「新ヒヤリハット報告」のデジタル化 

② 既存の安全衛生関係情報のデジタル化 

③ 集積した「新ヒヤリハット報告」の AI 分析 

④ 前掲の項目を統合した安全衛生管理 DX の方向性 

 

2. 事例発表 

(1) ㈱積木製作「BIM/CIM と VR/MR を組み合わせた足場組立に関する安全衛生教育の概要」 

(2) 大和ハウス工業㈱「無記名ストレスチェックと新ヒヤリハット報告の全社展開」 

(3) 戸田建設㈱「新ヒヤリハット報告のデジタル化と全社展開」 

(4) 日立ソリューションズ㈱「新ヒヤリハット報告を切り口とした安全衛生管理 DX の対応」 

 

配布資料 

資料№1-1    円卓会議開催要綱 

資料№1-2    委員名簿 

資料№1-3   令和 2 年度 建設業におけるメンタルヘルス対策のあり方に関する検討委員会

報告書 

資料№1-4    令和 2 年度 ICT を活用した労働災害防止対策のあり方に関する検討委員会

報告書 

資料№1-5    テキスト：建災防方式「新ヒヤリハット報告」活用マニュアル 

資料№1-6    パンフレット：建災防方式「新ヒヤリハット報告」のすすめ 

資料№1-7   建設工事現場における新ヒヤリハット報告を活用した事例収集調査（労研委託） 

① 同調査の集計結果 1：背後要因・レジリエンス分析等 

② 同調査の集計結果 2：新ヒヤリハット報告事例集 

資料№1-8    新ヒヤリハット報告を切り口とした建設業の安全衛生管理 DX のあり方（事務局 

説明資料） 

資料№1-9   建設業における安全衛生管理 DX に向けた現状の整理（未定稿）【委員会限り】 

 

参考資料 1   第 4 回 令和 2 年度 建設業におけるメンタルヘルス対策のあり方に関する検討

 

 
 

1.3.2 令和３年度 ICT を活用した労働災害防止対策のあり方に関する検討委員会 

 

〇建山 和由  立命館大学 理工学部 環境都市工学科 教授 

蒔苗 耕司  公立大学法人 宮城大学 創造・開発学系／事業構想学群 教授 

玉手 聡   独立行政法人労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 

労働災害調査分析センター（併）建設安全研究グループ センター長 

平野 良雄  労働安全コンサルタント 

久保 久典  株式会社淺沼組 安全品質環境本部 安全部長（東京） 

伊藤 勝啓  清水建設株式会社 安全環境本部 本部長 

岡林 大二郎 一般社団法人日本建設機械施工協会 業務部 業務部長 

＜オブザーバー＞ 

宮澤 政裕  建設労務安全研究会 事務局長 

濱島 京子  独立行政法人労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 

機械システム安全研究グループ 上席研究員 

加藤 正弘  ミドリ安全株式会社 営業統括本部 営業推進部 安全衛生相談室 担当部長 

倉持 滋   株式会社つくし工房 営業部 次長 

赤崎 信也  株式会社積木製作 取締役 マネージャー 

＜厚生労働省＞ 

佐藤 誠   厚生労働省 労働基準局  安全衛生部 安全課 

建設安全対策室 技術審査官 

＜国土交通省＞ 

渡邉 泰伴  国土交通省 大臣官房 技術調査課 課長補佐 

渡邊 俊彦  国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 

施工安全企画室 課長補佐 

 

※ 〇印は、委員長                       （順不同・敬称略）  
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1.3.3 令和３年度 建設業における労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議 

 

＜委員及びオブザーバー＞ 

令和３年度 建設業におけるメンタルヘルス対策のあり方に関する検討委員会（前掲 1.3.1） 

令和３年度 ICT を活用した労働災害防止対策のあり方に関する検討委員会（前掲 1.3.2） 

＜事例発表企業＞ 

赤崎 信也  株式会社積木製作 取締役 マネージャー 

石野 健二  大和ハウス工業株式会社 技術本部 安全管理部（横浜駐在）担当次長 

小澤 重雄  戸田建設株式会社 管理本部 安全管理統轄部 副統轄部長 

津田 真啓  株式会社日立ソリューションズ スマートライフソリューション事業部 

ビジネスコラボレーション本部 デジタルアナリティクスビジネス部 

＜事務局＞ 

本山 謙治  建設業労働災害防止協会 技術管理部長 

田村 和佳子 建設業労働災害防止協会 技術管理部 建設業メンタルヘルス対策室長 

高野 星雅  建設業労働災害防止協会 技術管理部 計画課員 

寺本 新吾  建設業労働災害防止協会 技術管理部 計画課員 

 

（順不同・敬称略）  



 

２．委員会での検討経緯 

 
●第１回委員会 

 

日時 令和 3 年 11 月 4 日 14:00～17：00 

場所 TKP 田町カンファレンスセンター ホール 2A（対面＆リモート形式） 

 

議題 

1. 事務局説明事項 

(1) 円卓会議の設置趣旨及び検討事項 

(2) これまでの検討結果の確認 

① 「建設業におけるメンタルヘルス対策に関する検討委員会」による検討成果 

② 「ICT を活用した労働災害防止対策に関する検討委員会」による検討成果 

③ 建災防方式「新ヒヤリハット報告」活用マニュアルの発刊 

(3) 求められるこれからの労働安全衛生対策 

① 建設業の労働災害発生状況の経緯と現状 

② 建設業の安全衛生を取り巻く状況 

③ これからの建設業の安全衛生対策の体系 

(4) 建設業における安全衛生管理の DX の方向性 

① 建災防方式「新ヒヤリハット報告」のデジタル化 

② 既存の安全衛生関係情報のデジタル化 

③ 集積した「新ヒヤリハット報告」の AI 分析 

④ 前掲の項目を統合した安全衛生管理 DX の方向性 

 

2. 事例発表 

(1) ㈱積木製作「BIM/CIM と VR/MR を組み合わせた足場組立に関する安全衛生教育の概要」 

(2) 大和ハウス工業㈱「無記名ストレスチェックと新ヒヤリハット報告の全社展開」 

(3) 戸田建設㈱「新ヒヤリハット報告のデジタル化と全社展開」 

(4) 日立ソリューションズ㈱「新ヒヤリハット報告を切り口とした安全衛生管理 DX の対応」 

 

配布資料 

資料№1-1    円卓会議開催要綱 

資料№1-2    委員名簿 

資料№1-3   令和 2 年度 建設業におけるメンタルヘルス対策のあり方に関する検討委員会

報告書 

資料№1-4    令和 2 年度 ICT を活用した労働災害防止対策のあり方に関する検討委員会

報告書 

資料№1-5    テキスト：建災防方式「新ヒヤリハット報告」活用マニュアル 

資料№1-6    パンフレット：建災防方式「新ヒヤリハット報告」のすすめ 

資料№1-7   建設工事現場における新ヒヤリハット報告を活用した事例収集調査（労研委託） 

① 同調査の集計結果 1：背後要因・レジリエンス分析等 

② 同調査の集計結果 2：新ヒヤリハット報告事例集 

資料№1-8    新ヒヤリハット報告を切り口とした建設業の安全衛生管理 DX のあり方（事務局 

説明資料） 

資料№1-9   建設業における安全衛生管理 DX に向けた現状の整理（未定稿）【委員会限り】 

 

参考資料 1   第 4 回 令和 2 年度 建設業におけるメンタルヘルス対策のあり方に関する検討

 

 
 

1.3.2 令和３年度 ICT を活用した労働災害防止対策のあり方に関する検討委員会 

 

〇建山 和由  立命館大学 理工学部 環境都市工学科 教授 

蒔苗 耕司  公立大学法人 宮城大学 創造・開発学系／事業構想学群 教授 

玉手 聡   独立行政法人労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 

労働災害調査分析センター（併）建設安全研究グループ センター長 

平野 良雄  労働安全コンサルタント 

久保 久典  株式会社淺沼組 安全品質環境本部 安全部長（東京） 

伊藤 勝啓  清水建設株式会社 安全環境本部 本部長 

岡林 大二郎 一般社団法人日本建設機械施工協会 業務部 業務部長 

＜オブザーバー＞ 

宮澤 政裕  建設労務安全研究会 事務局長 

濱島 京子  独立行政法人労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 

機械システム安全研究グループ 上席研究員 

加藤 正弘  ミドリ安全株式会社 営業統括本部 営業推進部 安全衛生相談室 担当部長 

倉持 滋   株式会社つくし工房 営業部 次長 

赤崎 信也  株式会社積木製作 取締役 マネージャー 

＜厚生労働省＞ 

佐藤 誠   厚生労働省 労働基準局  安全衛生部 安全課 

建設安全対策室 技術審査官 

＜国土交通省＞ 

渡邉 泰伴  国土交通省 大臣官房 技術調査課 課長補佐 

渡邊 俊彦  国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 

施工安全企画室 課長補佐 

 

※ 〇印は、委員長                       （順不同・敬称略）  
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配布資料 

資料№3-1   第 2 回建設業における労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議 議事録 

資料№3-2   大和ハウス工業㈱発表 ppt 

資料№3-3   建設業における労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議 報告書案 

 

参考資料 1  日経コンストラクション，1 分足らずで作業員が「KY 報告」， 

2021.12.13，p44-p45 

参考資料 2  日刊建設工業新聞，国交省／建設機械の AI 自律施工実現へ、 

21 年秋にも産学官協議会設置，2021.8.17.2 面 

参考資料 3   建設通信新聞，現場の書類削減訴える、週休 2 日の早期本格実施も， 

2022.3.4.4 面 

 

委員会議事要旨 

参考資料 2   第 3 回 令和 2 年度 ICT を活用した労働災害防止対策のあり方に関する検討委員

会議事要旨 

参考資料 3   国土交通省：国土交通省における DX（デジタルトランスフォーメーション）の

推進について（抄） 

参考資料 4   第 58 回全国建設業労働災害防止大会 ICT 部会 建山和由教授（立命館大学理

工学部）ご講演要旨「インフラ分野の DX と建設安全」 

 

●第２回委員会 

 

日時 令和 2 年 12 月 20 日 10:00～12：00 

場所 Zoom によるオンライン形式 

 

議題 

1. 事務局説明 

(1) 第 1 回 円卓会議の議事概要等 

(2) 新ヒヤリハット報告を活用した安全衛生管理 DX の方向性 

 

2.意見交換 

(1) 委員・オブザーバー回答（事前配布した質問に対する回答） 

(2) 意見交換（ダイアローグ） 

 

配布資料 

資料№2-1   第 1 回 建設業における労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議議事録 

資料№2-2   第 1 回 建設業における労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議 

委員及びオブザーバー意見等要旨 

資料№2-3   第 1 回 建設業における労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議 

委員等意見のポイント 

資料№2-4   事務局説明用資料 

（「新ヒヤリハット報告」の活用―第 1 回会議における検討を踏まえて―） 

資料№2-5-1  委員・オブザーバー等からの質問一覧 

資料№2-5-2  建災防労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議課題への意見 

（北内オブザーバー） 

参考資料    第 1 回 DX 円卓会議新聞記事 

 

●第３回委員会 

 

日時 令和 4 年 3 月 11 日 15:00～17：00 

場所 Zoom によるオンライン形式 

 

議題 

1. 第 2 回 建設業における労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議議事録について 

2. 最近の安全衛生 DX に関する動向について 

3. 大和ハウス工業㈱における新ヒヤリハット報告の活用について 

4. 令和 3 年度 建設業における労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議 

報告書案について 

5. 今後の方針 

6. その他 

－ 7 －－ 6 －



 

配布資料 

資料№3-1   第 2 回建設業における労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議 議事録 

資料№3-2   大和ハウス工業㈱発表 ppt 

資料№3-3   建設業における労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議 報告書案 

 

参考資料 1  日経コンストラクション，1 分足らずで作業員が「KY 報告」， 

2021.12.13，p44-p45 

参考資料 2  日刊建設工業新聞，国交省／建設機械の AI 自律施工実現へ、 

21 年秋にも産学官協議会設置，2021.8.17.2 面 

参考資料 3   建設通信新聞，現場の書類削減訴える、週休 2 日の早期本格実施も， 

2022.3.4.4 面 

 

委員会議事要旨 

参考資料 2   第 3 回 令和 2 年度 ICT を活用した労働災害防止対策のあり方に関する検討委員

会議事要旨 

参考資料 3   国土交通省：国土交通省における DX（デジタルトランスフォーメーション）の

推進について（抄） 

参考資料 4   第 58 回全国建設業労働災害防止大会 ICT 部会 建山和由教授（立命館大学理

工学部）ご講演要旨「インフラ分野の DX と建設安全」 

 

●第２回委員会 

 

日時 令和 2 年 12 月 20 日 10:00～12：00 

場所 Zoom によるオンライン形式 

 

議題 

1. 事務局説明 

(1) 第 1 回 円卓会議の議事概要等 

(2) 新ヒヤリハット報告を活用した安全衛生管理 DX の方向性 

 

2.意見交換 

(1) 委員・オブザーバー回答（事前配布した質問に対する回答） 

(2) 意見交換（ダイアローグ） 

 

配布資料 

資料№2-1   第 1 回 建設業における労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議議事録 

資料№2-2   第 1 回 建設業における労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議 

委員及びオブザーバー意見等要旨 

資料№2-3   第 1 回 建設業における労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議 

委員等意見のポイント 

資料№2-4   事務局説明用資料 

（「新ヒヤリハット報告」の活用―第 1 回会議における検討を踏まえて―） 

資料№2-5-1  委員・オブザーバー等からの質問一覧 

資料№2-5-2  建災防労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議課題への意見 

（北内オブザーバー） 

参考資料    第 1 回 DX 円卓会議新聞記事 

 

●第３回委員会 

 

日時 令和 4 年 3 月 11 日 15:00～17：00 

場所 Zoom によるオンライン形式 

 

議題 

1. 第 2 回 建設業における労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議議事録について 

2. 最近の安全衛生 DX に関する動向について 

3. 大和ハウス工業㈱における新ヒヤリハット報告の活用について 

4. 令和 3 年度 建設業における労働安全衛生管理 DX の方向性に関する円卓会議 

報告書案について 

5. 今後の方針 

6. その他 
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第２章 「新ヒヤリハット報告」を活用した建設業の安全衛生
管理 DX の方向性に関する検討 

 
１．総括 

1.1 円卓会議における各委員による意見テーマ 
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1. 3 「新ヒヤリハット報告」を活用した建設業の安全衛生管理ＤＸの方向性に

ついて（まとめ） 
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満の多い、労働局、監督署対応について、満足度を上げるような仕組みを行政に提案し、労

働行政にも貢献できる。 

 

＜論点・要件・効果・趣旨に整理した条文の一例＞ 

労働安全衛生規則第百六十五条 事業者は、車両系建設機械の修理又はアタッチメントの

装着若しくは取り外しの作業を行うときは、当該作業を指揮する者を定め、その者に次の措

置を講じさせなければならない。 

一 作業手順を決定し、作業を指揮すること。 

二 次条第一項に規定する安全支柱、安全ブロツク等及び第百六十六条の二第一項に規定す

る架台の使用状況を監視すること。 

 

１）論点 
① 事業者の定義 
②「車両系建設機械又はアタッチメントの装着若しくは取り外しの作業を行うとき」の具体例 
③ 指揮する者の定義 
④ 指揮する者が行うべき措置の内容 

 
２）要件 
① 事業者が 
② 車両系建設機械又はアタッチメントの装着若しくは取り外しの作業を行うとき 

 
３）効果 
① 作業の指揮する者を定める。 
② ①の者が次の措置を講じる。 
a．作業手順を決定し、作業を指揮すること。 
b．次条第一項に規定する安全支柱、安全ブロツク等及び第百六十六条の二第一項に規定す

る架台の使用状況を監視すること。 
③ 前掲①及び②の義務が事業者に生じる。 

 
４）趣旨 

複数以上の労働者が作業を行う場合において、相互の連絡不十分による不意の起動、重

量物の落下等の災害を防止する。 
 

  

２．「新ヒヤリハット報告」を活用した建設業の安全衛生管理 DX の

方向性に関する考察－論文 
 
2.1 クラウンズ法律事務所 弁護士 藤川 久昭 委員 

「安全衛生関係法令・通達のデータベース化と AI 分析による法令条項等の最

適解提示に対する考え方」 

１．意見・提言のまとめ 

DX・AI 等の活用によって、現場において、必要な問題解決にあたり、自在に、法令情報を

活用できるような、DX 法令情報検索システムの開発・構築、そのための検討を行うような委

員会設置等を、建設業労働災害防止協会のような公的団体で行うべきである。 

 

２．問題の所在 

昨今、建設現場に関連する安全衛生法令、関連する裁判例は、質・量ともに膨大となって

いる。現場において、法令遵守への対応（※原則、徹底だが、ガチガチに四角に守るという

ことではなく、趣旨を踏まえた「対応」）がますます求められている。このことは、労働の研

究者であり、現在、多くの顧問先（建設業もあり）、多くの訴訟案件等を抱えている弁護士と

しての実感である。 

 

３．システムのイメージ 

各種の法令、判例情報を、DX によって自在に活用できるものとすべきである。 

現行の判例検索データベースや条文検索データベースのように、単にキーワード検索でき

るだけでは不十分である。具体的な建設現場での作業等をインプットすることで、関連する

法令に基づく対応が瞬時にアウトプットできる仕様をイメージしている。 

このインプットに応じた解析は AI が担う。現行の法令、判例法理等は、論点・要件・効果・

趣旨という関数に分別することが可能である（後掲の一例参照）。条文ごと、こうしたカテゴ

リー分けを AI に学習させることで、先述のアウトプットが実現するのではないかと推察され

る。 

建設現場へのトラブル対応が法的に求められる場合、労働法令のみならず、民法、関連行

政法規が重要になってくる。これらも対象にする。 

システムに併行して、得られた情報（○法○条、○事件最高裁判決）を踏まえて、どのよ

うに現場で活用すべきか（それらをつかえる場合かどうかどう判断するか、使えるとしてど

う解決するか、使えないとしてどうするか？）AI によるアドバイスができるような仕組みを

開発する。 

 

４．メリット 

DX・AI 活用により、迅速で効率的に、関連情報を検索できる。 

上記システム（理想だが）によって、現場で使えるところまで持って行く。 

法令情報に関する defact スタンダードを構築する。 

労働行政にも活用してもらえるような仕組みを作ることにより、結果として、現場から不
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2.3 清水建設㈱ 安全環境本部 安全部長（（一社）全国建設業協会推薦） 

神田 道宏 オブザーバー 

「全国大手ゼネコンとして安全衛生管理 DX を全社的運営する場合の方法論」 

新たな安全衛生管理 DX に取り組むには有効性の確認が必要です。建築・土木の事業部門あ

るいは、DX を所管する部門と連携しながらその有効性、どの程度現場の安全衛生管理に寄与す

るのか、あるいは費用対効果はどうなのか、新たに取り組むものが現場の負担になることはな

いかといった視点で検証・確認をしたいと考えます。 

それらの検証・確認の結果、有効性が確認できたとすればモデル現場・部門を設定し、パイ

ロット的に試行することになると思います。さらに良いということになれば部門ごとに当該シ

ステムを所管する部署を決め、全国展開を図ることになろうかと思いますが、大事なのは現場・

あるいは取引業者が使いたいと思うようなものであることだと思います。例えば、安全に限ら

ず QCDSE の全ての管理状態が向上する、あるいは現場の安全施工サイクルがしっかりとまわ

せるといったことが実現できればよいとも思いますので、そのようなことも視野にいれて開発

が進むことを期待したいと思います。 

  

2.2 （一社）日本建設業連合会 常務執行役 北内 正彦 オブザーバー 

「建設業団体として安全衛生管理 DX をどう考えるか」 

（1）安全対策への BIM/CIM 活用 
今後の建設業は安全対策への BIM/CIM の活用がさらに活発化する。 
これまでも建設現場では手書きの図面が CAD 図になり、2 次元 CAD が 3 次元 CAD に、

さらに時間軸が加わり 4 次元 CAD、すなわち BIM/CIM に発展してきた。施工現場では 2 年

～3 年の工期の間に構造物がどのように造られていくか、バーチャルツインの世界でいくら

でも様子がわかるようになってきた。 
バーチャルツインでは、例えば壁際に足場を組む場合、近くにクレーン作業がないか、あ

るとすればどの程度離隔が確保できるか、が事前に画面上で検討可能である。また、掘削土

留めの現場では、錯綜する火打ち、切梁、中間杭、腹起し、覆工桁、桁受け、といった環境

で、どこに親綱を設置し、墜落防止ネットを張れるのか、といった検討も事前に画面上で検

討ができる。 
こうした安全対策に BIM/CIM の活用が増えていくものと考える。 

 
（2）ロボットの活用と安全基準の整備 

今後の工事現場ではロボットの活用がますます盛んになる一方、作業員とロボットが共存

する中での安全基準の整備が急務である。 
災害現場では 2 次災害を防止するために無人化施工が行われているが、通常の建設現場で

は不足する働き手の確保、あるいは人力では困難な重量物の運搬、といった場面でロボット

が活用され、同時に脇では作業員がそれぞれの作業を行う、という場面が増えてくる。ロボ

ットと作業員が混在する場合、どの程度の離隔が確保されていれば安全かはロボットの作業

によって異なる。 
現在、こうした離隔に対する基準は整備されておらず、作業員の安全確保のためにも基準

作りが急務と考える。 
 

（3）安全に対する AI 判定のための教師データ基準作り 
今後、建設 DX が推進されると、安全衛生管理に対しても AI 判定が可能となるだろう。こ

うした対策を取れば安全である、とか、こうすれば衛生上問題ない、といった判定を、過去

の事例を AI に学習させ、判定させる仕組みである。 
ここで注意しなければならないのは、AI 判定を可能にする教師データである。 
ある企業が配筋検査を AI 判定させるべく、模型を使って AI に教えさせ、いざ現場で使用

したところ、実物では誤判定が多発した、という事例がある。安全衛生対策に AI を使う際に

大いに参考とすべき事例であり、教師データがしっかりしていないと判断も誤ったものにな

ることを示している。 
教師データとはどの範囲をカバーし、何例程度を覚えこませ、誤判定をどの範囲以内に抑

えるのか、といった教師データに対する基準作りも必須と考える。また、そのような基準に

準拠することで、安全衛生管理に対する AI 判定も信頼のおけるものとなる。 
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2.3 清水建設㈱ 安全環境本部 安全部長（（一社）全国建設業協会推薦） 
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これまでも建設現場では手書きの図面が CAD 図になり、2 次元 CAD が 3 次元 CAD に、

さらに時間軸が加わり 4 次元 CAD、すなわち BIM/CIM に発展してきた。施工現場では 2 年

～3 年の工期の間に構造物がどのように造られていくか、バーチャルツインの世界でいくら

でも様子がわかるようになってきた。 
バーチャルツインでは、例えば壁際に足場を組む場合、近くにクレーン作業がないか、あ

るとすればどの程度離隔が確保できるか、が事前に画面上で検討可能である。また、掘削土

留めの現場では、錯綜する火打ち、切梁、中間杭、腹起し、覆工桁、桁受け、といった環境

で、どこに親綱を設置し、墜落防止ネットを張れるのか、といった検討も事前に画面上で検

討ができる。 
こうした安全対策に BIM/CIM の活用が増えていくものと考える。 

 
（2）ロボットの活用と安全基準の整備 

今後の工事現場ではロボットの活用がますます盛んになる一方、作業員とロボットが共存

する中での安全基準の整備が急務である。 
災害現場では 2 次災害を防止するために無人化施工が行われているが、通常の建設現場で

は不足する働き手の確保、あるいは人力では困難な重量物の運搬、といった場面でロボット

が活用され、同時に脇では作業員がそれぞれの作業を行う、という場面が増えてくる。ロボ

ットと作業員が混在する場合、どの程度の離隔が確保されていれば安全かはロボットの作業

によって異なる。 
現在、こうした離隔に対する基準は整備されておらず、作業員の安全確保のためにも基準

作りが急務と考える。 
 

（3）安全に対する AI 判定のための教師データ基準作り 
今後、建設 DX が推進されると、安全衛生管理に対しても AI 判定が可能となるだろう。こ

うした対策を取れば安全である、とか、こうすれば衛生上問題ない、といった判定を、過去

の事例を AI に学習させ、判定させる仕組みである。 
ここで注意しなければならないのは、AI 判定を可能にする教師データである。 
ある企業が配筋検査を AI 判定させるべく、模型を使って AI に教えさせ、いざ現場で使用

したところ、実物では誤判定が多発した、という事例がある。安全衛生対策に AI を使う際に

大いに参考とすべき事例であり、教師データがしっかりしていないと判断も誤ったものにな

ることを示している。 
教師データとはどの範囲をカバーし、何例程度を覚えこませ、誤判定をどの範囲以内に抑

えるのか、といった教師データに対する基準作りも必須と考える。また、そのような基準に

準拠することで、安全衛生管理に対する AI 判定も信頼のおけるものとなる。 
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2.5 厚生労働省 労働基準局 安全衛生部 労働衛生課 産業保健支援室 
大塚 崇史 オブザーバー 

「今後の安全衛生管理 DXを考える場合の ISO45003における Well-beingの捉え方」 

DX は、つきつめた言い方をすれば、技術革新により既成の概念や枠組みを根底から覆すほどの

影響を社会に与え、その結果、今まで考えられないような幸福で魅力的な生活や職業の様式を実現

させるものと考えられます。 

 現在、DX といえば、テレワークやオンライン会議などの活用が挙げられますが、これらはもと

より、将来的には、職業のイメージ・あり方まで根本的に変えてしまうかもしれません。 

 例えば、将来、建設業が、そのほとんどの作業が、室内でスマホを打つだけで済んでしまうとい

うようなことが起こるかもしれず、そうなると、建設業の壮大でダイナミックな魅力が失われてし

まうかもしれません。逆に、例えば、空飛ぶ作業服が開発され、空を飛びながら、ダイナミックに

作業するようになるかもしれません。そうすると子供たちからも人気が出て、建設業かっこいいと

いうことで、一躍、人気職種になるかもしれません。 

このように、DX の流れの中で、どのような職業イメージを再編するのかということが重要にな

ってくると思います。 

  これとともに、安全面がほぼ保証されるようになれば、あとはやはり精神面でいかに満足度が高

いかということが問題になってきます。精神面の場合、必ずしも職場だけでなく、私生活面とも関

連して、全体的に満足できる職業生活が送れているということが求められると考えられます。 

 また、安全と違って、人によって精神面の満足の基準が違うということで、おおまかなガイドラ

インを作って、あとはその範囲内で、各人が調整するというような場合が少なくないと思われま

す。 

精神面の安全衛生のための国際文書である ISO45003 も、指針という形式で、各項目は、要求事

項「～すべき」ではなく、推奨事項「～するのが望ましい」という言い方になっています。 

  ここで重要なのは、精神的満足の場合、主体があくまで個々人であり、DX がいくら進展して

も、DX による仕事や仕事の方法に振り回されるようなことがあっては、かえって精神的なプレッ

シャーとなり、逆効果となるおそれがあります。あくまで人が中心になって、DX を動かすように

しなければならないと考えます。 

  今、ヨーロッパ諸国では、発達した IT 技術に対し、つながらない権利の保障が問題になっている

と聞きます。いつでもどこでも連絡できるのが IT 技術のメリットであったものが、今では、それで

は、人々の精神的安寧が得られないということになっています。 

 精神面というのは、デリケートで多種多様であり、最終的には、これを含めたトータルの満足

度、Well-being なるものをどのように定義し、調整していくかが問題となります。これは、雲をつ

かむような話であり、一律の基準を設けて終わりというものでないだけに、今後の慎重かつ継続的

な検討が必要だと考えます。まかり間違えば、幸福という概念を広く取った場合、幸福でないのは

何でもかんでも組織の責任とされてしまう恐れもあり、どの範囲が組織の責任となるのか慎重に検

討する必要があります。 

 

  

2.4 建設労務安全研究会 事務局長 宮澤 政裕 オブザーバー 
「デジタル化した新ヒヤリハット報告の活用方法」 

１．労研で建災防の委託を受けて行った「新ヒヤリハット報告」の生の報告書を見ると、現場

の最先端で働く職人は、伝承や経験を通して様々な安全の知見を有していることが感じ取れ

た。その中には元請が知らないこともある。このように、現場には安全のヒントとなることが

多く埋もれている。それを発掘するために「新ヒヤリハット報告」は有効な手法であると思わ

れる。 

 

２．「新ヒヤリハット報告」は、元請の現場単位だけでなく、専門工事業者の事業者単位でも行

うことを検討すべきである。そうすれば、経糸と横糸のように元請の現場単位の活動との相乗

効果が期待できる。また、現場の職長会で行うことも考えられる。いずれにしても、職人に最

も近い事業者がよりかかわった方が良いと思う。 

 

３．「新ヒヤリハット報告」が優れた手法であっても、普及しなければ、その効果が期待できな

い。できれば、建災防が主催する研修においても普及することを考えてもらいたい。 
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2.5 厚生労働省 労働基準局 安全衛生部 労働衛生課 産業保健支援室 
大塚 崇史 オブザーバー 

「今後の安全衛生管理 DXを考える場合の ISO45003における Well-beingの捉え方」 

DX は、つきつめた言い方をすれば、技術革新により既成の概念や枠組みを根底から覆すほどの

影響を社会に与え、その結果、今まで考えられないような幸福で魅力的な生活や職業の様式を実現

させるものと考えられます。 

 現在、DX といえば、テレワークやオンライン会議などの活用が挙げられますが、これらはもと

より、将来的には、職業のイメージ・あり方まで根本的に変えてしまうかもしれません。 

 例えば、将来、建設業が、そのほとんどの作業が、室内でスマホを打つだけで済んでしまうとい

うようなことが起こるかもしれず、そうなると、建設業の壮大でダイナミックな魅力が失われてし

まうかもしれません。逆に、例えば、空飛ぶ作業服が開発され、空を飛びながら、ダイナミックに

作業するようになるかもしれません。そうすると子供たちからも人気が出て、建設業かっこいいと

いうことで、一躍、人気職種になるかもしれません。 

このように、DX の流れの中で、どのような職業イメージを再編するのかということが重要にな

ってくると思います。 

  これとともに、安全面がほぼ保証されるようになれば、あとはやはり精神面でいかに満足度が高

いかということが問題になってきます。精神面の場合、必ずしも職場だけでなく、私生活面とも関

連して、全体的に満足できる職業生活が送れているということが求められると考えられます。 

 また、安全と違って、人によって精神面の満足の基準が違うということで、おおまかなガイドラ

インを作って、あとはその範囲内で、各人が調整するというような場合が少なくないと思われま

す。 

精神面の安全衛生のための国際文書である ISO45003 も、指針という形式で、各項目は、要求事

項「～すべき」ではなく、推奨事項「～するのが望ましい」という言い方になっています。 

  ここで重要なのは、精神的満足の場合、主体があくまで個々人であり、DX がいくら進展して

も、DX による仕事や仕事の方法に振り回されるようなことがあっては、かえって精神的なプレッ

シャーとなり、逆効果となるおそれがあります。あくまで人が中心になって、DX を動かすように

しなければならないと考えます。 

  今、ヨーロッパ諸国では、発達した IT 技術に対し、つながらない権利の保障が問題になっている

と聞きます。いつでもどこでも連絡できるのが IT 技術のメリットであったものが、今では、それで

は、人々の精神的安寧が得られないということになっています。 

 精神面というのは、デリケートで多種多様であり、最終的には、これを含めたトータルの満足

度、Well-being なるものをどのように定義し、調整していくかが問題となります。これは、雲をつ

かむような話であり、一律の基準を設けて終わりというものでないだけに、今後の慎重かつ継続的

な検討が必要だと考えます。まかり間違えば、幸福という概念を広く取った場合、幸福でないのは

何でもかんでも組織の責任とされてしまう恐れもあり、どの範囲が組織の責任となるのか慎重に検

討する必要があります。 

 

  

2.4 建設労務安全研究会 事務局長 宮澤 政裕 オブザーバー 
「デジタル化した新ヒヤリハット報告の活用方法」 

１．労研で建災防の委託を受けて行った「新ヒヤリハット報告」の生の報告書を見ると、現場

の最先端で働く職人は、伝承や経験を通して様々な安全の知見を有していることが感じ取れ

た。その中には元請が知らないこともある。このように、現場には安全のヒントとなることが

多く埋もれている。それを発掘するために「新ヒヤリハット報告」は有効な手法であると思わ

れる。 

 

２．「新ヒヤリハット報告」は、元請の現場単位だけでなく、専門工事業者の事業者単位でも行

うことを検討すべきである。そうすれば、経糸と横糸のように元請の現場単位の活動との相乗

効果が期待できる。また、現場の職長会で行うことも考えられる。いずれにしても、職人に最

も近い事業者がよりかかわった方が良いと思う。 

 

３．「新ヒヤリハット報告」が優れた手法であっても、普及しなければ、その効果が期待できな

い。できれば、建災防が主催する研修においても普及することを考えてもらいたい。 
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2.7 （独）労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 

労働災害調査分析センター（併）建設安全研究グループ センター長 

玉手 聡 委員 
「急速に進む建設現場での ICT 活用に対する今後の安全衛生管理の具体的対応」 

ICT をはじめとする様々な新技術や新たな知見が建設現場に導入されることは災害防止に有効と

考えられ、安全衛生レベルの向上が大いに期待される。ここでは今後の具体的対応として 2 つの視

点で私見を述べる。 

第一点目は、「ICT 技術が発達する過程においても人への危害は防止されなければならない」と

いう点である。新たな技術は何らかの条件を想定して設計され、プログラムされている。逆の見方

をすると、想定していないものには対応できないのが機械とも言える。したがって、適用条件を正

しく理解し、説明書もしっかり理解した上で新技術を使うことが、まず大切である。しかしなが

ら、たとえ正しく利用していたとしても進化の過程にある技術には未熟な部分も残っており何らか

のトラブルが発生することも否めない。むしろ、そういったトラブルを解決しつつ技術は高度化す

るものとも言える。ただしそのような高度化の過程にあっても、痛ましい人への危害（労働災害）

は確実に防止されなければならない。この点については本委員会においても同様な趣旨の意見が委

員から述べられており「新技術を導入すれば建設機械のオペレーターは習熟度が低くても良い、と

言うわけではない」とかまた「特に技術が発展する過程では環境が複雑で新たな危険に注意すべ

き」などとの指摘がされている。また、災害防止に必要な離隔条件が定められてないなど、導入に

必要な安全基準が未整備な点も明らかとなった。したがって、新技術の導入では想定してないトラ

ブルがたとえ発生しても労働災害には至らない対策を講じることが必要と考えられる。 

第二点目は、「ICT 技術等に関するさらなる情報提供が必要なこと」である。ひとえに ICT 技術

といってもさまざまな種類やレベルのものが混在している。これを利用する一般ユーザーはその分

野の専門家でなく、深い知識も有していない。そのため誤った選択や誤解によって危険が生じるお

それがある。また、全ての ICT が成熟した良い技術とも限らないことから、正しい情報を分かりや

すくユーザーに提供することが重要である。現在、建災防では ICT 技術の情報を広く収集してホー

ムページで公表しており、活用分野や工事種類などの細かな分類を示している。しかしながら、例

えば、自動車の自動運転技術では、さらにレベル 1 から 3 というように性能でクラス分けして使用

上の限界を明確化している。一方、建設機械の ICT ではまだこのようなクラス分けには至ってない

ようであるが、現場で安全に利用するためには性能の基準化が今後必要かと思われる。すなわち誤

った選択によって不幸な災害を発生させないことが必要である。 

以上、2 つの視点で私見を述べたが、総合すると新たな技術が様々登場する中にあっては、今後

その中身に関する検討が災害防止には重要であると思われる。 

 

  

2.6 公立大学法人 宮城大学 創造・開発学系／事業構想学群 教授 

蒔苗 耕司 委員 
「BIM／CIM と VR／MR による今後の安全衛生教育の可能性」 

 建設事業における DX 推進が求められる中で,土木・建築構造物の情報モデルに基づく情報管理・

活用の取り組みである BIM／CIM の導入も急速に進みつつある.国内では,国土交通省が中心となり,

国の直轄工事における BIM／CIM の全面適用時期を令和 5 年度に早め,ガイドライン・各種要領等

の整備とともに実業務への適用を推進している.BIM／CIM の導入により,土木・建築構造物の設計

情報は設計初期の段階から 3 次元展開可能な情報として構築され,その後の施工・維持管理段階を含

め,ライフサイクル全体での情報モデルの活用は様々なフェーズで生産性向上をもたらすものと期待

されている. 

  BIM／CIM は,建設現場での安全衛生の向上においても果たす役割は大きい.BIM／CIM により構

築される 3 次元情報モデルは,ICT との連携により,建設機械の自動化,作業干渉等のシミュレーショ

ンによる施工計画,建設作業員支援,遠隔監視等に活用され,作業員が遭遇し得るリスクを物理的に減

少することができる.さらに,作業員の安全意識醸成を促す安全衛生教育面でも,BIM／CIM による 3

次元モデルの導入は有用なものとして期待される.施工段階での BIM／CIM 導入の利点として, 

①設計物の 3 次元形状を確実に把握できること, 

②時間軸を加えた 4 次元での施工計画可視化により,作業手順を確実に把握できること 

③建設機械,危険物,他作業との干渉等の危険個所を予め把握できること 

が挙げられる.最近では, VR（Virtual Reality）や MR（Mixed Reality）等の導入も容易になってきて

おり,3 次元モデルによるリアリティの高い仮想空間として創り出し,その中で疑似的に危険事象を体

験することも可能になっている.BIM／CIM と VR／AR 技術とを組み合わせることにより,日々の

KY 活動が実際の現場に即したものとなるとともに,特に外国人労働者にとっては言語障壁を越えた

理解が可能になり,安全衛生教育の有効性を高めることができる.  

  また情報マネジメントという観点からは,ヒヤリハットや事故等の施工時に生じ事象に関する情報

を BIM／CIM モデル上で共有・蓄積するための仕組みも考えていく必要がある.現場作業員からの

文書報告に加えて,現場に設置された定点カメラ,作業員のウェアラブルカメラやセンサ情報等との

連携も望まれる.これらの情報により構成される危険事象のデータベース化,それに基づく AI 技術を

含めた分析技術の進展は,危険事象のより精度の高い予測に役立つほか,事故・ヒヤリハットの実例

としての利用や VR／MR を用いた体験教育ツールへの反映等,汎用的な安全衛生教育のための有用

なコンテンツ開発にもつながる.これによりレジリエンス力を高めるためのノンテクニカルスキル育

成のための教材の充実化にもつながると考えられる.  

  以上の通り,BIM／CIM と新しい情報通信技術をうまく組み合わせて活用を進めていくことによ

り,今後の安全衛生教育がより充実した質の高いものとなることが期待できる.  
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2.7 （独）労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 

労働災害調査分析センター（併）建設安全研究グループ センター長 

玉手 聡 委員 
「急速に進む建設現場での ICT 活用に対する今後の安全衛生管理の具体的対応」 

ICT をはじめとする様々な新技術や新たな知見が建設現場に導入されることは災害防止に有効と

考えられ、安全衛生レベルの向上が大いに期待される。ここでは今後の具体的対応として 2 つの視

点で私見を述べる。 

第一点目は、「ICT 技術が発達する過程においても人への危害は防止されなければならない」と

いう点である。新たな技術は何らかの条件を想定して設計され、プログラムされている。逆の見方

をすると、想定していないものには対応できないのが機械とも言える。したがって、適用条件を正

しく理解し、説明書もしっかり理解した上で新技術を使うことが、まず大切である。しかしなが

ら、たとえ正しく利用していたとしても進化の過程にある技術には未熟な部分も残っており何らか

のトラブルが発生することも否めない。むしろ、そういったトラブルを解決しつつ技術は高度化す

るものとも言える。ただしそのような高度化の過程にあっても、痛ましい人への危害（労働災害）

は確実に防止されなければならない。この点については本委員会においても同様な趣旨の意見が委

員から述べられており「新技術を導入すれば建設機械のオペレーターは習熟度が低くても良い、と

言うわけではない」とかまた「特に技術が発展する過程では環境が複雑で新たな危険に注意すべ

き」などとの指摘がされている。また、災害防止に必要な離隔条件が定められてないなど、導入に

必要な安全基準が未整備な点も明らかとなった。したがって、新技術の導入では想定してないトラ

ブルがたとえ発生しても労働災害には至らない対策を講じることが必要と考えられる。 

第二点目は、「ICT 技術等に関するさらなる情報提供が必要なこと」である。ひとえに ICT 技術

といってもさまざまな種類やレベルのものが混在している。これを利用する一般ユーザーはその分

野の専門家でなく、深い知識も有していない。そのため誤った選択や誤解によって危険が生じるお

それがある。また、全ての ICT が成熟した良い技術とも限らないことから、正しい情報を分かりや

すくユーザーに提供することが重要である。現在、建災防では ICT 技術の情報を広く収集してホー

ムページで公表しており、活用分野や工事種類などの細かな分類を示している。しかしながら、例

えば、自動車の自動運転技術では、さらにレベル 1 から 3 というように性能でクラス分けして使用

上の限界を明確化している。一方、建設機械の ICT ではまだこのようなクラス分けには至ってない

ようであるが、現場で安全に利用するためには性能の基準化が今後必要かと思われる。すなわち誤

った選択によって不幸な災害を発生させないことが必要である。 

以上、2 つの視点で私見を述べたが、総合すると新たな技術が様々登場する中にあっては、今後

その中身に関する検討が災害防止には重要であると思われる。 

 

  

2.6 公立大学法人 宮城大学 創造・開発学系／事業構想学群 教授 

蒔苗 耕司 委員 
「BIM／CIM と VR／MR による今後の安全衛生教育の可能性」 

 建設事業における DX 推進が求められる中で,土木・建築構造物の情報モデルに基づく情報管理・

活用の取り組みである BIM／CIM の導入も急速に進みつつある.国内では,国土交通省が中心となり,

国の直轄工事における BIM／CIM の全面適用時期を令和 5 年度に早め,ガイドライン・各種要領等

の整備とともに実業務への適用を推進している.BIM／CIM の導入により,土木・建築構造物の設計

情報は設計初期の段階から 3 次元展開可能な情報として構築され,その後の施工・維持管理段階を含

め,ライフサイクル全体での情報モデルの活用は様々なフェーズで生産性向上をもたらすものと期待

されている. 

  BIM／CIM は,建設現場での安全衛生の向上においても果たす役割は大きい.BIM／CIM により構

築される 3 次元情報モデルは,ICT との連携により,建設機械の自動化,作業干渉等のシミュレーショ

ンによる施工計画,建設作業員支援,遠隔監視等に活用され,作業員が遭遇し得るリスクを物理的に減

少することができる.さらに,作業員の安全意識醸成を促す安全衛生教育面でも,BIM／CIM による 3

次元モデルの導入は有用なものとして期待される.施工段階での BIM／CIM 導入の利点として, 

①設計物の 3 次元形状を確実に把握できること, 

②時間軸を加えた 4 次元での施工計画可視化により,作業手順を確実に把握できること 

③建設機械,危険物,他作業との干渉等の危険個所を予め把握できること 

が挙げられる.最近では, VR（Virtual Reality）や MR（Mixed Reality）等の導入も容易になってきて

おり,3 次元モデルによるリアリティの高い仮想空間として創り出し,その中で疑似的に危険事象を体

験することも可能になっている.BIM／CIM と VR／AR 技術とを組み合わせることにより,日々の

KY 活動が実際の現場に即したものとなるとともに,特に外国人労働者にとっては言語障壁を越えた

理解が可能になり,安全衛生教育の有効性を高めることができる.  

  また情報マネジメントという観点からは,ヒヤリハットや事故等の施工時に生じ事象に関する情報

を BIM／CIM モデル上で共有・蓄積するための仕組みも考えていく必要がある.現場作業員からの

文書報告に加えて,現場に設置された定点カメラ,作業員のウェアラブルカメラやセンサ情報等との

連携も望まれる.これらの情報により構成される危険事象のデータベース化,それに基づく AI 技術を

含めた分析技術の進展は,危険事象のより精度の高い予測に役立つほか,事故・ヒヤリハットの実例

としての利用や VR／MR を用いた体験教育ツールへの反映等,汎用的な安全衛生教育のための有用

なコンテンツ開発にもつながる.これによりレジリエンス力を高めるためのノンテクニカルスキル育

成のための教材の充実化にもつながると考えられる.  

  以上の通り,BIM／CIM と新しい情報通信技術をうまく組み合わせて活用を進めていくことによ

り,今後の安全衛生教育がより充実した質の高いものとなることが期待できる.  
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2.9 清水建設㈱ 安全環境本部 本部長 伊藤 勝啓 委員 

「インフラ分野の DX 推進のトップランナー企業として、デジタルとアナログ、AI

と人の頭脳の共創による安全衛生管理のイメージ」 

弊社の DX の取り組みではなく、私個人の考えですが、様々なデータを蓄積して活用するデジタ

ル・マネジメント基盤を構築したうえで、例えば CCUS による社内・取引業者・作業員の情報及び

災害情報、国内の統計等を AI による高度なデータ分析を行い、その情報をもとに実効性の高い災

害防止施策を行う。そのような可能性については、今までのご説明の通りです。 

その際、労働災害防止のための作業員への働きかけは、人から人へのリアルなものである必要が

あると考えます。AI 等によりあぶりだされた課題に対し、汗をかいて解決する過程で人も、より高

度に成長することができると考えるからです。 

一方、その課題の本質を見抜き、実効的な解決策を見つけるためのベースとなる人的能力は経験

値によるものが多く、その積み上げが必要不可欠となりますが、仮想現実体験のような先端技術を

活用することで積み上げていくことができる可能性もあると考えます。 

 

次に、災害を回避したヒヤリハットについてですが、若年層は上司や仲間からの信号を受けて反

応する意識層での回避行動が多くあるのではないかと思います。 

一方で、高齢者は「何となく危ない」とか「気持ち悪い」と感じて回避行動をとると無意識層で

の行動が多くあるのではないかと思います。 

どのような無意識層があって、それらをどのように身に着けるか、例えば成功体験、失敗体験や

ショッキングな経験により蓄積されると言われていますが、AI 分析等が活用できる研究テーマの一

つと考えます。 

 

  

2.8 労働安全コンサルタント（元 厚生労働省 労働基準局安全衛生部長） 

平野 良雄 委員 

「建設現場の安全衛生管理のデジタルトランスフォーメーション」 

 これからの建設現場の安全衛生管理のトランスフォーメーション（変容）に関して、それに

影響を与えると考えられる要素として、ICT の活用等によるデジタル化とレジリエンス力を向

上させて SafetyⅡの考え方を取り入れる取り組みについて、それらがどのような影響を与える

か私見を述べる。 

 ICT の活用により、建設機械等の大幅な自動化、無人施工の進展が考えられ、ドローンを活

用すれば、測量のような作業についても現場への労働者の立ち入りの必要性を減少させること

が可能になる。また、現場に労働者が立ち入る場合であっても、例えば建設機械等に ICT を登

載して、労働者と機械との接触の危険性を感知して、警告を発しあるいは緊急停止するといっ

たことも可能になっていくと考えられる。このように ICT の活用により個々の建設作業が基本

的に安全な方向に向かうことは論を待たないであろう。 

 さらに、建設作業で大きな問題の混在作業についても、混在の度合いが少なくなり、統括安

全衛生管理もやりやすくなるとともに、統括安全衛生管理の内容自体の変化する可能性がある。

例えば、連絡調整の協議の場などもリモート技術を活用すれば必ずしも同じ場所に集まる必要

はなくなるかもしれないし、巡視もウェアラブルカメラのような技術を活用すれば、必ずしも

全員で巡視する必要がなくなるかもしれない。ただし、このような省力化をどこまで進めるか

は、そのことによってどの程度統括安全衛生管理の実効性を確保できるかとの兼ね合いなので、

今後議論が必要と考えられる。 

  レジリエンス力を向上させて SafetyⅡの考え方を取り入れた取り組みを行うとは、作業環境

の変化や予期しない状況の出現などに対応できる能力（レジリエンス力）を向上させて、受動

的で何か許容できないことが起こったら対処するという考え方（SafetyⅠ）の安全管理に加え、

事前対策的に発展や事象を予期するように努めるという考え方（SafetyⅡ）の安全管理を進めて

いこうというものである。 

  このことを、現在事業場の安全衛生活動の中心であるリスクアセスメントに当てはめると、

リスクアセスメントで重要なポイントである残留リスクを災害発生につなげないということに

対応すると考えられるとともに、リスクアセスメントではカバーしきれない事態に対しても有

効であると考えられる。 

  このような取り組みは、KY 活動など日常的な安全衛生活動として取り組まれ、成果を上げて

きているが、VR 教育等の実施等によって、さらにレジリエンス力の向上が図られ、SafetyⅡの

考え方を取り入れた安全管理が定着していくことが望まれる。 
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2.9 清水建設㈱ 安全環境本部 本部長 伊藤 勝啓 委員 

「インフラ分野の DX 推進のトップランナー企業として、デジタルとアナログ、AI
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害防止施策を行う。そのような可能性については、今までのご説明の通りです。 
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一方、その課題の本質を見抜き、実効的な解決策を見つけるためのベースとなる人的能力は経験
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一方で、高齢者は「何となく危ない」とか「気持ち悪い」と感じて回避行動をとると無意識層で

の行動が多くあるのではないかと思います。 

どのような無意識層があって、それらをどのように身に着けるか、例えば成功体験、失敗体験や

ショッキングな経験により蓄積されると言われていますが、AI 分析等が活用できる研究テーマの一

つと考えます。 

 

  

2.8 労働安全コンサルタント（元 厚生労働省 労働基準局安全衛生部長） 

平野 良雄 委員 

「建設現場の安全衛生管理のデジタルトランスフォーメーション」 

 これからの建設現場の安全衛生管理のトランスフォーメーション（変容）に関して、それに

影響を与えると考えられる要素として、ICT の活用等によるデジタル化とレジリエンス力を向

上させて SafetyⅡの考え方を取り入れる取り組みについて、それらがどのような影響を与える

か私見を述べる。 

 ICT の活用により、建設機械等の大幅な自動化、無人施工の進展が考えられ、ドローンを活

用すれば、測量のような作業についても現場への労働者の立ち入りの必要性を減少させること

が可能になる。また、現場に労働者が立ち入る場合であっても、例えば建設機械等に ICT を登

載して、労働者と機械との接触の危険性を感知して、警告を発しあるいは緊急停止するといっ

たことも可能になっていくと考えられる。このように ICT の活用により個々の建設作業が基本

的に安全な方向に向かうことは論を待たないであろう。 

 さらに、建設作業で大きな問題の混在作業についても、混在の度合いが少なくなり、統括安
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例えば、連絡調整の協議の場などもリモート技術を活用すれば必ずしも同じ場所に集まる必要

はなくなるかもしれないし、巡視もウェアラブルカメラのような技術を活用すれば、必ずしも

全員で巡視する必要がなくなるかもしれない。ただし、このような省力化をどこまで進めるか

は、そのことによってどの程度統括安全衛生管理の実効性を確保できるかとの兼ね合いなので、

今後議論が必要と考えられる。 

  レジリエンス力を向上させて SafetyⅡの考え方を取り入れた取り組みを行うとは、作業環境

の変化や予期しない状況の出現などに対応できる能力（レジリエンス力）を向上させて、受動

的で何か許容できないことが起こったら対処するという考え方（SafetyⅠ）の安全管理に加え、

事前対策的に発展や事象を予期するように努めるという考え方（SafetyⅡ）の安全管理を進めて

いこうというものである。 

  このことを、現在事業場の安全衛生活動の中心であるリスクアセスメントに当てはめると、

リスクアセスメントで重要なポイントである残留リスクを災害発生につなげないということに

対応すると考えられるとともに、リスクアセスメントではカバーしきれない事態に対しても有

効であると考えられる。 

  このような取り組みは、KY 活動など日常的な安全衛生活動として取り組まれ、成果を上げて

きているが、VR 教育等の実施等によって、さらにレジリエンス力の向上が図られ、SafetyⅡの

考え方を取り入れた安全管理が定着していくことが望まれる。 
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３．「新ヒヤリハット報告」を活用した建設業の安全衛生管理 DX の方向性

に関する見解－意見 

 
3.1 慶應義塾大学 医学部 名誉教授 櫻井 治彦 委員長 

「円卓会議に期待すること」 

 メンタルヘルス委員会では、建設工事現場に携わる人の心身の健康と働く場である職場環

境の改善が建設業の労働災害防止に寄与するという考えの下、大規模な実態調査を実施し、

その分析を繰り返しながら、「建災防方式健康 KY と無記名ストレスチェック」「建災防方

式新ヒヤリハット報告」等、多くの成果を得てきた。 

 

 「建災防方式新ヒヤリハット報告」については、メンタルヘルス対策による健康度の上昇

が災害の減少にも結びつくとのエビデンスを基礎として、ヒヤリハット情報の活用を考え

たものである。この報告では、ヒヤリハットを失敗事例ではなく、事故を回避できた成功

事例として捉え、とっさの判断と素早い行動で事故を回避できた個人の能力、いわゆるレ

ジリエンス能力に着目し、この能力を涵養することを目的としている。 

 

 今後の課題は「建災防方式健康 KY と建災防方式無記名ストレスチェック」の普及を継続

的に推進するとともに、新ヒヤリハット報告を全面的に定着させることであり、そのため

には ICT を活用し、報告の簡略化、ビッグデータベースの構築、AI による解析など、新し

い取り組みが必須であると考える。 

 

3.2 東邦大学医療センター佐倉病院 産業精神保健・職場復帰支援センター長・教授 

精神科医 小山 文彦 委員 

「安全衛生管理 DX の進展による職場のメンタルヘルスケアへの影響」 

 本委員会では、安全衛生の今後の方向性として、ネガティブの排除からポジティブへとい

う点が掲げられたが、これは精神医学、心理、社会、生物学の各研究分野においても同様

であり、個人のバルナラビリティー、脆弱性という視点から心理的なレジリエンスへと主

眼が移行している。 

 

 アドラーは、ウェルビーイングを目指すための 3 原則として、自己を肯定でき、仲間・他

者を信頼でき、他者に貢献できる点を挙げているが、これが働く上でウェルビーイングの

中核をなしていると考えられる。 

 

 かかるウェルビーイングを構築するに際しては、生物・心理・社会の研究領域において提

示される「3 階建ての建屋の構想」がヒントとなる。ここでいう建屋の基盤となる 1 階は

安全に働ける毎日であり、2 階において初めて成り立つのが健康に働いて暮らせることで

ある。こうして 1 階、2 階が強固となると、3 階目には幸せに働ける状態、つまり働きが

い、生きがいが成立するのである。安全管理 DX により綿密に安全管理上のリスク低減を

図ることは、安全に働けるという建屋の 1 階を強固なものとする方向性であり、それに伴

2.10 厚生労働省 労働基準局 安全衛生部 安全課 建設安全対策室 技術審査官 

佐藤 誠 オブザーバー 

「安全衛生管理 DX と建設安全行政」 

１．労働災害の発生件数の推移 
 長期的に減少してきており、高度経済成長期といわれる昭和 30 年代と比べれば 1/10 にま

で減少してきている。 
 死亡災害 2,652 件（昭和 36 年） → 258 人（令和２年） 
 死傷災害 134,552 件（昭和 36 年） → 14,977 人（令和２年） 

 
２．建設現場の作業環境の変遷 
 この間、技術の進展に伴い様々な建設機械の導入、新工法の採用等、作業環境が大きく変

化してきており、それに伴い作業の安全性が向上するとともに新たなリスクが発生してき

た。 
 現在も技術は進展し続けており、最近は ICT 技術を活用した建設工事が多く施工されて

いる。 
 建災防において建設工事現場で ICT を活用することにより労働安全衛生水準の向上が期

待される情報の収集・整理をおこないデータベースとして公開しているが、ICT 技術は建

設現場の安全衛生確保に有益なものであると認識している。 
 しかし、完全無人化が実現できれば労働災害はゼロになるはずだが、現実には人の介在は

不可欠と考えられ、このため労働災害発生のリスクは残存し続けると考えられる。さらに

ICT 技術を活用することによる新たなリスクが生じる可能性もある。 
 どのようなリスクが存在し得るか建災防において引き続き検討するようお願いしたい。 

 
３．労働安全衛生行政の対応 
 作業環境の変遷に応じて、労働安全衛生法令を改正しながら様々な対策を講じてきたとこ

ろであり、その結果極めて多くの規定が設けられ現在に至っている。 
 さらに、事業者の自主的な取り組みを促進するため、リスクアセスメント、労働安全衛生

マネジメントシステムといった仕組みの普及にも取り組んできたところである。 
 以上の取組は、いわゆる「SafetyⅠ」といわれる物的な対策及び資格や教育等の管理的な

対策であるが、技術が進展し新たな建設機械の導入や新工法の採用等が進むにつれて新た

な規制を設ける等により対応することが引き続き必要となると考える。しかしながら、最

近は技術の進展するスピードが速くなり労働安全衛生行政としてタイムリーに対応する

ことが難しくなってきている。 
 
４．安全衛生管理 DX への期待 
 ICT 技術の活用のみならず、今後の技術の進展に伴った新たな建設機械の導入、新工法の

採用等に対して労働災害防止対策を迅速かつ適格に進めるため、法令による対応に加えて、

ミスをリカバーするレジリエンス能力の向上等の「深化した SafetyⅠ＋SafetyⅡ」の取組

を進めることが有効である。このため、建災防において安全衛生管理 DX の検討が進めら

れることに期待するものである。 
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３．「新ヒヤリハット報告」を活用した建設業の安全衛生管理 DX の方向性

に関する見解－意見 
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 メンタルヘルス委員会では、建設工事現場に携わる人の心身の健康と働く場である職場環
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事例として捉え、とっさの判断と素早い行動で事故を回避できた個人の能力、いわゆるレ

ジリエンス能力に着目し、この能力を涵養することを目的としている。 
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精神科医 小山 文彦 委員 

「安全衛生管理 DX の進展による職場のメンタルヘルスケアへの影響」 

 本委員会では、安全衛生の今後の方向性として、ネガティブの排除からポジティブへとい

う点が掲げられたが、これは精神医学、心理、社会、生物学の各研究分野においても同様

であり、個人のバルナラビリティー、脆弱性という視点から心理的なレジリエンスへと主

眼が移行している。 

 

 アドラーは、ウェルビーイングを目指すための 3 原則として、自己を肯定でき、仲間・他

者を信頼でき、他者に貢献できる点を挙げているが、これが働く上でウェルビーイングの

中核をなしていると考えられる。 

 

 かかるウェルビーイングを構築するに際しては、生物・心理・社会の研究領域において提

示される「3 階建ての建屋の構想」がヒントとなる。ここでいう建屋の基盤となる 1 階は

安全に働ける毎日であり、2 階において初めて成り立つのが健康に働いて暮らせることで

ある。こうして 1 階、2 階が強固となると、3 階目には幸せに働ける状態、つまり働きが

い、生きがいが成立するのである。安全管理 DX により綿密に安全管理上のリスク低減を

図ることは、安全に働けるという建屋の 1 階を強固なものとする方向性であり、それに伴
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佐藤 誠 オブザーバー 
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 長期的に減少してきており、高度経済成長期といわれる昭和 30 年代と比べれば 1/10 にま

で減少してきている。 
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た。 
 現在も技術は進展し続けており、最近は ICT 技術を活用した建設工事が多く施工されて
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 建災防において建設工事現場で ICT を活用することにより労働安全衛生水準の向上が期

待される情報の収集・整理をおこないデータベースとして公開しているが、ICT 技術は建

設現場の安全衛生確保に有益なものであると認識している。 
 しかし、完全無人化が実現できれば労働災害はゼロになるはずだが、現実には人の介在は

不可欠と考えられ、このため労働災害発生のリスクは残存し続けると考えられる。さらに

ICT 技術を活用することによる新たなリスクが生じる可能性もある。 
 どのようなリスクが存在し得るか建災防において引き続き検討するようお願いしたい。 

 
３．労働安全衛生行政の対応 
 作業環境の変遷に応じて、労働安全衛生法令を改正しながら様々な対策を講じてきたとこ

ろであり、その結果極めて多くの規定が設けられ現在に至っている。 
 さらに、事業者の自主的な取り組みを促進するため、リスクアセスメント、労働安全衛生

マネジメントシステムといった仕組みの普及にも取り組んできたところである。 
 以上の取組は、いわゆる「SafetyⅠ」といわれる物的な対策及び資格や教育等の管理的な

対策であるが、技術が進展し新たな建設機械の導入や新工法の採用等が進むにつれて新た

な規制を設ける等により対応することが引き続き必要となると考える。しかしながら、最

近は技術の進展するスピードが速くなり労働安全衛生行政としてタイムリーに対応する

ことが難しくなってきている。 
 
４．安全衛生管理 DX への期待 
 ICT 技術の活用のみならず、今後の技術の進展に伴った新たな建設機械の導入、新工法の

採用等に対して労働災害防止対策を迅速かつ適格に進めるため、法令による対応に加えて、

ミスをリカバーするレジリエンス能力の向上等の「深化した SafetyⅠ＋SafetyⅡ」の取組

を進めることが有効である。このため、建災防において安全衛生管理 DX の検討が進めら

れることに期待するものである。 
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 第 2 に、ICT との関係でいえば、位置情報と総合仮設計画等の図面情報を一致させたうえ

で自分の居場所を入力すると、作業員各自の作業場所が即座に可視化できる技術の現場導

入が期待されている。かかる技術とヒヤリハット情報を連動させることによって、現場へ

直ちにフィードバックできる有益な情報となり得るのではないかと考える。 

 

3.5 鉄建建設㈱ 安全推進室 安全品質環境部長 兼 鉄建 24 時間情報センター部長 

細谷 浩昭 委員 

「建設企業における安全衛生担当者からみた安全衛生管理 DX 推進の課題と対応」 

 当社では、安全衛生管理 DX に向け、災害事例検索システムの社有スマホでの構築（全社

員配付）、VR、スマートグラスを使用しての遠隔パトロール等を実施している。 

 

 今後、期待される技術活用として、次の 2 点が挙げられる。 

 

 第 1 に「AI による当日作業の危険予測」である。これは過去のデータを AI に学習させ、

当日の作業における危険のポイントを予測、KY 活動に活用するものであり、繰返し発生

している事象、類似災害事象を減らす事ができ、時間の削減に繋がるが、過去事例の集積

や分析を行い、AI に学習させる作業が膨大となり、課題を有する。 

 

 第 2 に「安全教育講師ロボット」である。安全教育をロボットが行うもので、表情認識な

どで視聴状態を監視し内容を改善していくことが可能となる。良質な安全教育を少人数で

いつでも、どこでも頻繁に行うことができ、安全レベル向上が図れると考えられる。 

 

3.6 北里大学 医学部 公衆衛生学 講師 渡辺 和広 委員 

「安全衛生管理 DX が進展した場合、新ヒヤリハット報告及び関係情報を用い

て、これまでにないどのような AI 分析が可能か」 

 AI 分析の特徴としては、自動性、即時性、個別性の 3 点が挙げられる。 

 

 自動性及び即時性とは入力の負担が減り、結果のフィードバックが即時に行える点におい

て有用であると考える。 

 

 これまでにないとの観点でいえば、3 つ目の個別性が重要である。各社から蓄積されたデ

ータを労働災害の背景にある年齢や経験年数、性別等の複雑な要因を踏まえ、AI にリスク

予測させることが可能となる。この AI 分析では、会社、現場単位それぞれの集団におい

ていかに個別性をもった分析ができるかがポイントとなる。 

 

3.7 （独）労働者健康安全機構 勤労者医療・産業保健部 調査役（産業保健担当） 

平川 秀樹 オブザーバー 

「安全衛生管理 DX と産業保健政策」 

い、2 階建て、3 階建てがより丈夫なものとなるのは自明の理であろう。 

 

3.3 日本大学 生産工学部 創生デザイン学科 教授 鳥居塚 崇 委員 

「新ヒヤリハット報告のデジタル化と AI 分析によるレジリエンス能力の向上

とヒューマンファクターの背後要因対策のあり方」 

 蓄積したデータを AI 分析することにより、ヒューマンエラーの背後要因が一定程度予測

できるようになるが、レジリエンス能力に委ねられるものは一概に対策を講ずることが困

難であることが想定されるため、その能力をアシストできる ICT の活用が有用である。こ

の点、今般作成の新ヒヤリハット報告ではメンタルヘルスに言及しているが、具体的な対

策の一つとして、作業員のバイタルサインから日々の疲労状況を把握し、即時対応ができ

る ICT の活用も有益である。 

 

 レジリエンス能力は日々の健康状態にも深く関連していることから、こうした点にも配慮

が必要である。一方で、これまで建設業界で通用していた阿吽の呼吸や常識といったもの

が教育することなしには直ちに伝わらない働く人の質的変容を踏まえると、SafetyⅡに該

当するレジリエンス能力の向上とレジリエンス能力をアシストするという視点は方法論

として異なるものであり、今後、整理して捉え直す必要があると考えられる。 

 

3.4 東急ジオックス㈱ 代表取締役社長 諏訪 嘉彦 委員 

「建設事業の経営者として、安全衛生管理 DX を進めるうえでの組織体制」 

 新ヒヤリハット報告の活用のポイントは、主として次の 2 点であると考える。 

 

 第 1 に、元請けではなく、下請け協力会社を中心として推進すべきであり、かつその組織

体である職長会を主体とすることが望ましい。新ヒヤリハットは新しい概念であり、これ

を正しく理解されることが実効性や普及の観点からも重要である。この点、経験豊富な協

力会社の職長幹部から現場の作業員に対して、提出されたヒヤリハット事例が災害予兆の

いわゆる SafetyⅠ的なヒヤリハットか、レジリエンス力の結果としての SafetyⅡのヒヤリ

ハットかを整理して伝達することで理解促進につながる。 
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 建設現場における ICT 活用は、デジタル技術の進展とあいまって、加速度的に進化するも

のと思われる。調査・測量・設計・施工・検査等の建設工事のプロセスは自動化され、大

規模な現場のみならず、人と建設機械が共存する現場が拡大していくものと推察される。 

 

 また、安全衛生管理面では、安全管理の事例データベースと AI を関連づけることにより

危険ポイントが事前検証され、実際の現場での安全衛生教育に活かされ、生産性向上と労

働災害の減少が実現されるのではないかと考える。今後、建設機械の自動化・自律化に向

けた機械としての安全機能の進展とともに、これに対応した安全面における ICT 施工管理

基準の作成も進められると考えられる。 

 
3.12 （独）労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 

機械システム安全研究グループ 上席研究員 濱島 京子 オブザーバー 

「安全衛生管理 DX の進展と人としてのレジリエンス能力を成長させるしくみ」 

 急激にムーンショットとメタバースという概念が日本国内に普及し始めた昨今、現実世界

の安全を、仮想空間を通じて習得しようとする本委員会の試みは、まさに時代の潮流を得

たものであり、期待感を抱いている。ここにおいて、重要な視点は、生まれながらにして

ネットや仮想世界を経験してきた若年層に対し、どのように現実世界での危険を熟知して

いる世代が有するヒヤリハットや暗黙知を集合知化して、伝達していくかである。 

 

 その際に求められるレジリエンス能力として、次の 2 点が重要であると考える。 

 

 第 1 に、レジリエンスは現実世界での労災を防止するために能力を向上させることが必要

であると指摘されるが、DX の適用により生じ得るメンタル不調に対し、どのように手立

てをするかという視点も併せて検討することが必要である。 

 

 第 2 として、仕組みを実現するためにはデータの標準化が必要となろう。現行、BIM／CIM

については LAND XML 等、標準化されているデータ構造はあるが、ヒヤリハットと人

間が活動した結果をレポートするものは、すぐに使えるデータにはなっていない。こうし

た点を加味して、データ構造を決定しデータの標準化を図ることで、開発の裾野が広がり、

ユーザー開発も進み、なおかつ ICT の開発分野の人材不足の解消にも役立つものと推察さ

れる。 

 

 安全衛生管理のDXは、建設業のみならず他産業でのニーズも高いと考えられることから、

データの標準化が実現した場合、そのノウハウ等を基に他産業にも活かして労働安全衛生

の全般の向上を図ることが期待される。 

 

 なお、ロボットとの安全距離は一意に決められるものではないが、安全距離は危険源の慣

性と人との移動距離によって決することから、安全評価のためには詳細なスペックが必要

となる。 

 労働者健康安全機構では、新型コロナウイルス感染拡大に伴い、オンラインの研修や相談

体制の構築、ホームページにおける YｏｕTｕｂｅ動画配信などの研修教材の充実を図っ

ている。 

 

3.8 中央労働災害防止協会 健康快適推進部長 林 かおり オブザーバー 

「デジタル化した新ヒヤリハット報告の活用方法」 

 多様で柔軟な働き方が推進されるなか、心と体の健康管理にDXの有効活用が期待される。

その手法は労働者にとって負担なく、日常レベルでの健康管理を行うことができる点にお

いて、昨今、企業活動の大きな課題として挙げられるプレゼンティーイズムの解消にもつ

ながると考える。 

 

 中災防では、健康測定における運動機能検査、転びの予防、体力チェックシート等のアイ

テムに関し、DX を用いてうまく活用しながら企業の安全衛生水準の向上に寄与するもの

としたい。 

 

3.9 立命館大学 理工学部 環境都市工学科 教授 建山 和由 委員長 

「円卓会議に期待すること」 

 本学では、土木工学分野の研究、教育とともに、変化に柔軟に対応できるイノベーション

人材育成プログラムを担当している。ここでは、これまでとは異なる斬新なアイデアの提

案が求められることから、学生には、考えの前提条件、環境、相手等を変化させながら、

思考の枠を広げることが必要であると指導している。 

 

 建設分野における事故は減少傾向にあるものの、死亡災害の数では、建設業が全産業の

30％以上を占めるという状況を脱することができていない。これを打破するには、これま

でと同じ、あるいは延長線上での議論では画期的な変化は生じ得ないであろう。イノベー

ション人材育成と同様、われわれも新しい発想を持たなければならないと考える。 

 
3.10 ㈱淺沼組 安全品質環境本部 安全部長（東京） 久保 久典 委員 

「ゼネコン安全衛生担当部署からみた建設現場の ICT 活用と現状の安全管理の

課題と対応」 

 建設現場では、現在、様々な ICT が導入されているが、人に危害が生じる労働災害の発生

として最も多いのは重機使用時である。その原因について考えてみると、重機の足元の不

備や動作の過剰なスピードによるもの等、人の不注意、不見識によって発生するものが多

い。これは ICT 導入の有無を問わず、災害防止に重要な観点であり、従前より実施してい

る未熟練のオペレーター等技術者の習熟度向上に資する教育が重要であると考える。 

 
3.11 （一社）日本建設機械施工協会 業務部 業務部長 岡林 大二郎 委員 

「円卓会議に期待すること」 
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４．事例発表企業  
 
4.1 ㈱積木製作 取締役 マネージャー 赤崎 信也 オブザーバー 

「BIM／CIM と VR、MR を組み合わせた足場組立に関する安全衛生教育の概要」 

 

 本日は、足場レンタル会社の杉孝様と共同開発した MR による安全教育コンテンツを紹介

する。足場の教育は、現状、相応の広さを有する敷地に実際の足場を設置して行うのが一

般的であるが、MR を活用することにより、オフィス空間において原寸大の足場を出現さ

せ、それを用いて比較、点検等の体験を行うことが可能となる。 
 

 

3.13 ミドリ安全㈱ 営業統括本部 営業推進部 安全衛生相談室 担当部長 

加藤 正弘 オブザーバー 

「建設現場の ICT 活用の進展と安全衛生保護具の選択と新たなツールの開発」 

 弊社では、AI がヘルメット及びフルハーネスの装着を判定する「AIJO Safety」という商

品の取扱いを開始した。保護具は正しい選択、正しい着用、正しい保守管理が基本原則で

あるが、これは、送られた装着状況の画像を AI が判定し、また現場責任者、安全管理者

が同時に画像を確認することができ、なおかつクラウド上で記録していくものである。 

 

3.14 ㈱つくし工房 営業部 次長 倉持 滋 オブザーバー 

「安全衛生管理 DX の進展と VR 安全衛生教育」 

 弊社では、14 コンテンツの構成ヘッドマウントディスプレイを用いたスタンドアローン

型の事故体験安全教育ツールとして建設工事、土木工事における災害 10 コンテンツと交

通災害 4 コンテンツを用意している。これらは実際に起こった事故をモデルとして、現場

に 360 度カメラを設置して事故の再現撮影を行い、その映像を用いて作成している。VR

教材は、現場の方々の意見を取り入れながら多種多様な場面を再現するコンテンツであり、

今後も伸びしろのある技術であると考えられる。 

 

3.15 国土交通省 大臣官房 技術調査課 課長補佐 渡邉 泰伴 オブザーバー 

「インフラ分野における DX の進展と安全衛生管理 DX の接点のあり方」 

 事故・災害は、過信・慢心、油断、あせりなどの心や意識に起因するものもあるのではな

いかと推察する。心の健全化やヒヤリハット活用などは事故防止には必要であり、デジタ

ル化と併せて、現場での効果的な事故防止のコミュニケーションを一層図ることも必要で

あると考える。 

 

3.16 国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 課長補佐 

渡邊 俊彦 オブザーバー 

「労働災害防止に資する ICT 活用の将来展望」 

 国交省では、NETIS においてテーマ設定型による各社の建設機械の物体検知と衝突リスク

低減に関する新技術の比較検証を実施している。かかる検知技術において収集した情報か

ら現場でのヒヤリハットがどのように発生しているかを今後データや画像で蓄積できる

ようになると推察される。これを VR 安全教育や新ヒヤリハット DX に活用できれば有益

であろう。 
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品の取扱いを開始した。保護具は正しい選択、正しい着用、正しい保守管理が基本原則で

あるが、これは、送られた装着状況の画像を AI が判定し、また現場責任者、安全管理者

が同時に画像を確認することができ、なおかつクラウド上で記録していくものである。 

 

3.14 ㈱つくし工房 営業部 次長 倉持 滋 オブザーバー 

「安全衛生管理 DX の進展と VR 安全衛生教育」 

 弊社では、14 コンテンツの構成ヘッドマウントディスプレイを用いたスタンドアローン
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教材は、現場の方々の意見を取り入れながら多種多様な場面を再現するコンテンツであり、

今後も伸びしろのある技術であると考えられる。 

 

3.15 国土交通省 大臣官房 技術調査課 課長補佐 渡邉 泰伴 オブザーバー 

「インフラ分野における DX の進展と安全衛生管理 DX の接点のあり方」 

 事故・災害は、過信・慢心、油断、あせりなどの心や意識に起因するものもあるのではな
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あると考える。 

 

3.16 国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 課長補佐 

渡邊 俊彦 オブザーバー 

「労働災害防止に資する ICT 活用の将来展望」 

 国交省では、NETIS においてテーマ設定型による各社の建設機械の物体検知と衝突リスク
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 この事例のポイントは、杉孝様より提出された BIM データを最適化したうえで HoloLens
に表示している点であり、建設事業者が有する BIM データや点群データを教育ツールに

組み込んで利活用するニーズが増加すると考えられる。 
 

  

 

 

 MR は、双方向のコミュニケーションツールとして秀でた特徴を有し、6 人同時に作業台

の組立作業、点検作業等を体験できるほか、HoloLens によるハンドトラッキング機能を

有し、実際に手で掴む等の感覚を体験できる。この MR コンテンツは小グループによる教

育コンテンツとして利用され、担当する講師（ファシリテーター）は不安全状態の足場モ

デルと適切な足場モデルの切り替え操作や不安全個所リスト、正誤確認等の教育内容を参

加者と体験を通じた共有を図りながら進行していくことができる。 
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 こうして実施したストレスチェックの集計分析結果の推移を一覧にまとめたが、総合の健

康リスクは 4 年連続で低下し、改善が図られている。ストレスチェック実施結果に基づく

職場環境改善の一例としては、現場から寄せられる意見を踏まえ、快適トイレの普及、狭

小地休憩所の整備を進めた。ストレスチェック導入当初はこうした目に見える環境面での

課題が寄せられていたところ、継続的な職場環境改善を経て、仕事のフィードバックや個

人の評価等のウェルビーイングに関連する課題が挙げられるようになった。 

 

 次に、ヒヤリハットの取り組みについては、2021 年 4 月より安全衛生推進基本方針書に

明記して、その推進を図ることとした。導入時はパイロットケースとして 4 事業所を選定

し、現在 545 枚の報告が回収された。一方、この取組の推進にあたり、社内体制を強化す

るため、主管部門を中心とした教育を進めているところである。同年 12 月から 1 月にか

けては、モデル現場を選定し検証する予定である。 
 
 新ヒヤリハット報告はリアルタイムで本人にフィードバックすることで不安全行動を抑

制でき、さらに深化した安全管理を進めることのできるツールであり、現在、弊社 DX 部

門と共同して全社展開の方法を検討中である。 
  

4.2 大和ハウス工業㈱ 横浜支社 技術統括本部 安全管理部 次長 
石野 健二 氏 
「無記名ストレスチェックと新ヒヤリハット報告の全社展開」 

 本日は、無記名ストレスチェックと新ヒヤリハットの弊社における取り組みについて紹介

する。 

 

 まず、無記名ストレスチェックであるが、建災防方式無記名ストレスチェックが公開され

た 2018 年より弊社でも安全衛生推進基本方針にメンタルヘルス対策を明記し、これを推

進しているところである。導入期の 2018 年に合同安全大会の場において実施したストレ

スチェックの集計分析結果から、ストレス反応指数及び健康リスクともに全国平均値に比

してストレス値が高いことが判明し、2019 年以降、取組を本格化させた。 
 
 住宅部門は工期が短く、1 名の現場監督が複数の現場を受け持つことが一般的である。こ

うしたなか、現場単体でのストレスチェックの実施が困難であることから、半期に一度実

施する現場入場者向けの集合教育において実施することとした。その後のコロナ禍におい

ては、メールや郵送等を活用して継続的な実施を進めた。今年度は集計作業の負担軽減の

ため、2021 年 10 月より Microsoft Forms というアンケート作成ツールを利用して、スト

レスチェックを実施することとした。これは作業員等に対する簡易ストレス調査票と、職

長のみ回答する職場環境改善チェックシートを 1つのQRコードで完結できるように構成

したもので、これにより未回答が減り、集計者の負担も軽減された。 
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 このアプリは建災防が開発した「新ヒヤリハット報告」の内容に対応したものであり、「ヒ

ヤリポ」と命名した。これは、作業員が自身のスマホにダウンロードしたアプリを使い、

4 つのステップによる簡単な入力で報告が上げられる。第 1 ステップはヒヤリハットの有

無に関する日々の報告であり、タップの操作のみで完了する。第 2 ステップ以降はヒヤリ

ハットの状況について詳細を入力するもので、隙間時間を活用して報告をあげる仕組みを

採っている（第 2 ステップ：ヒヤリハットの状況、第 3 ステップ：ヒヤリハットの原因と

対策、第 4 ステップ：体調に関すること）。いずれのステップにおいても、報告に対する

ポイントを付与する等して、報告を出しやすい工夫をしている。 

 

 こうして得た報告が一定程度、集積されると、作業所、支店、あるいは会社全体等の単位

において背後要因分析、レジリエンス能力分析レポートとして集計することが可能となり、

当該実施結果を踏まえた改善点を明らかにして、具体的な改善策の提案をするというとこ

ろまでをアプリに搭載している。 

4.3 戸田建設㈱ 管理本部 安全管理統轄部 副統轄部長 小澤 重雄 氏 
「新ヒヤリハット報告のデジタル化と全社展開」 

 

 当社の安全に関する DX の取り組み状況については、アプリによるデジタル化及び現場の

ペーパーレス化を積極的に推進している状況である。今後は取得したデータの分析、連携

の模索、また AI などの先端技術を組み合わせることにより、安全の DX を実現し、安全

性№1 を目指していくことを目標に掲げている。こうした取り組みは当社単体にとどめる

ものでなく、広く建設業界において活用され、業界全体の利益に資するものとなるよう期

待するところである。 

 

 本日紹介するアプリは、ヒヤリハットの見える化とヒヤリハットデータの有効な利活用に

よりワーク・エンゲイジメントの高い職場の実現を志向するものであり、現状の課題を踏

まえ、簡便にいつでもヒヤリハット報告ができるアプリケーションを独自開発したもので

ある。 

－ 53 －－ 52 －



 

 このアプリは建災防が開発した「新ヒヤリハット報告」の内容に対応したものであり、「ヒ

ヤリポ」と命名した。これは、作業員が自身のスマホにダウンロードしたアプリを使い、

4 つのステップによる簡単な入力で報告が上げられる。第 1 ステップはヒヤリハットの有

無に関する日々の報告であり、タップの操作のみで完了する。第 2 ステップ以降はヒヤリ

ハットの状況について詳細を入力するもので、隙間時間を活用して報告をあげる仕組みを

採っている（第 2 ステップ：ヒヤリハットの状況、第 3 ステップ：ヒヤリハットの原因と

対策、第 4 ステップ：体調に関すること）。いずれのステップにおいても、報告に対する

ポイントを付与する等して、報告を出しやすい工夫をしている。 

 

 こうして得た報告が一定程度、集積されると、作業所、支店、あるいは会社全体等の単位

において背後要因分析、レジリエンス能力分析レポートとして集計することが可能となり、

当該実施結果を踏まえた改善点を明らかにして、具体的な改善策の提案をするというとこ

ろまでをアプリに搭載している。 

4.3 戸田建設㈱ 管理本部 安全管理統轄部 副統轄部長 小澤 重雄 氏 
「新ヒヤリハット報告のデジタル化と全社展開」 

 

 当社の安全に関する DX の取り組み状況については、アプリによるデジタル化及び現場の

ペーパーレス化を積極的に推進している状況である。今後は取得したデータの分析、連携

の模索、また AI などの先端技術を組み合わせることにより、安全の DX を実現し、安全

性№1 を目指していくことを目標に掲げている。こうした取り組みは当社単体にとどめる

ものでなく、広く建設業界において活用され、業界全体の利益に資するものとなるよう期

待するところである。 

 

 本日紹介するアプリは、ヒヤリハットの見える化とヒヤリハットデータの有効な利活用に

よりワーク・エンゲイジメントの高い職場の実現を志向するものであり、現状の課題を踏

まえ、簡便にいつでもヒヤリハット報告ができるアプリケーションを独自開発したもので

ある。 

－ 53 －－ 52 －



4.4 日立ソリューションズ㈱ スマートライフソリューション事業部 
ビジネスコラボレーション本部 デジタルアナリティクスビジネス部 
津田 真啓 氏 
「新ヒヤリハット報告を切り口とした安全衛生管理 DX の対応」 

 

 IT 企業である当社は、労働安全衛生の向上と効率化を実現する現場管理の DX の端緒と

して、2021 年 3 月から IT を用いたクラウドサービスを立ち上げ、労働安全衛生マネジメ

ントを支援するシステムを提供している。これは、ユーザー側からみると、画面上「ポー

タルサイト」として現れるものであるが、ここには①「業務アプリケーション」群という

レイヤーと、その下に②「レグテックソリューション」、さらにその下に位置する③「要素

技術」、最下部に④「プラットフォーム」という 4 つの階層によってサービスが構成され

ている。 

 

 最下部に位置する④「デジタルソリューション創出プラットフォーム」は DX 推進に必要

なサービス開発のために必要なプラットフォームをいう。これは先に説明のあった「リー

ンマネジメント」のコンセプトに則ったものであり、付加価値を生み出す本来的業務に集

中できるよう、それ以外の付随業務をこのプラットフォームで一式提供できるような仕様

となっている。 

 

 この報告システムでは、作業員と元請けの社員が相互にコメントを入れられる仕様となっ

ていることから、現場でのコミュニケーションの向上等にも役立つことが期待される。 
 
 今後は、試行現場を選定して運用状況の確認を行い、2022 年以降、全社展開を進める予定

である。 
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５．委員長総括 

 

5.1 慶應義塾大学 医学部 名誉教授 櫻井 治彦 委員長 

 安全衛生 DX の方向性を検討するという本委員会の検討テーマについて出席した委員、オ

ブザーバーから反対する声は全くなかったことから、ますますその方向を目指すことにつ

いて全員のコンセンサスが得られたと考える。 
 
 本日の会議では、主として次の意見が挙げられた。 

 
 第 1 に、DX に際してはデータの標準化が非常に重要であること、第 2 として DX の推進

により作業のムダが削減される一方で、ムダを無くすことがメンタルヘルスへの負荷にな

る可能性があり、さらに何らかの新しいリスクの発生にも留意する必要があること、第 3
として、DX 時代のレジリエンス能力向上を考えるとき、新たに発生するリスクに対する

レジリエンスも必要となること。第 4 に、新ヒヤリハット報告の展開は、協力会社を中心

として検討すること。第 5 として、ICT 活用による健康情報等の個人情報をいかにして個

人に還元し、人々の well-being を確保するか。今後の検討に期待したい。 
 
5.2 立命館大学 理工学部 環境都市工学科 教授 建山 和由 委員長 

 これまで ICT 委員会では ICT を活用して建設現場における事故をできるだけ減少させる

ために、何ができるかを主眼として検討してきたが、本日の会議を通じて、建設分野の事

故を減らす、あるいは安全性を向上させる方策を俯瞰的にみる必要があるのではないかと

いう考えに至った。その方法論は今後の議論に委ねるが、建設業界において１つの旗印と

して捉えられる「安全と安心」は当該議論において分けて考えた方が良いのではないかと

感じるところである。すなわち、安全は徹底的に追求しなければならないが、事故や災害

を防止するには、常に危機意識をもって個々の業務に取り組んでいく必要があり、その意

味において「安心はしない」とした方が妥当であると考えられる。 
 
 まず、「安心はしない」という点に関して、災害防止に最も大事なことは、現場で作業を行

う人たちの意識であり、それをどう改善していくのかという点である。その意味において、

ヒヤリハット経験を現場から出していただき、その取組を通じて意識改革につなげていく

ことは非常に有効であり、VR、AR、MR 技術を教育に取り入れることも有効な手段とな

る。さらに、リーンマネジメントの考え方に基づく仕組みを建設安全においても取り入れ

るのが有益ではないかと考える。 
 
 一方、「安全」については、徹底的して追求していくためにも、年々複雑化する工事の安全

を確保するルールは、それぞれの現場において容易に必要な項目を抽出して適用できる

DX を推進することが有効であると考える。また、事故を減らすという観点においては、

健康管理や体調管理、重機と人の接触を減らすための警報システムなども一助となり得る。 
 

 

 DX を支える③「要素技術」としては、情報セキュリティー、データ容量、クラウド等の

管理のほか、画像解析、自然言語処理や AI が挙げられる。先に提示された「リスクアセ

スメントの深化」との関連で捉えるならば、自然言語処理、AI といったものによって、人

的な要素を含めた物的・管理的な対策を導き出していくものであり、大量のテキストデー

タの集積により、新たな価値を見出し、DX を進めていくことになる。 

 

 ②「レグテックソリューション」は、規制プラス技術を意味し、高度に複雑化した法律、

規則、社内ルール等をいかに効率的に情報共有し、その適用や判断をどのように最適化す

るか等の課題に対応するものである。 
 
 DX の実現は、現在のような付随作業に紛らわされることなく、建設業そのものの本質的

な付加価値作業に注力できる環境づくりを推進するものであり、DX の進展により安全衛

生関連情報も自然と集積され、それに加えて、新ヒヤリハット報告の情報が積み重なると

暗黙知に相当するものが集約できるのではないかと考える。こうした暗黙知が建設プロセ

スの変革につながることが期待され、IT 企業としては、これをどのように下支えていく

か、検討していきたいと考える。 
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６．まとめ 

 

 

 昨今、安全において注目しているのが映像活用であり、将来的には現場の映像を撮影し、

AI が事故や災害が起こりそうな場面を想定・抽出して事前回避の方法を提示するといっ

た方向が見いだせる。AI による映像分析には良い教師データが必要であり、事故データの

みならずヒヤリハットのデータを教師データとして使っていくべきであろう。豊富なヒヤ

リハット事例を教師データとする AI の推論システムと現場の映像をうまく組み込むこと

ができると、事故防止に非常に効果的なシステムを作り上げることが可能になると考えら

れる。 
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第３章 建設工事現場における新ヒヤリハット報告を活用した
事例収集調査結果 

 

１．調査の概要 

1.1 調査の目的 

建災防が新たに開発した「新ヒヤリハット報告」は、災害撲滅ヒヤリハットを災害の前兆と捉

える従来の取組（SafetyⅠ）と災害に至らず安全な状態を維持リカバリーした成功体験と捉え

る新たな取組（SafetyⅡ）という 2 つの観点から構成され、前者（SafetyⅠ）では従来の原因、

対策に加え、仕事の負担感、心理社会的ストレス、コミュニケーションの状況等の背後要因を

探り、後者（SafetyⅡ）では災害に至らずリカバリーできた理由等を把握することによって、危

険の芽を撲滅しながらレジリエンス能力向上によりヒヤリハットを事故や災害に繋げない新た

な災害防止活動を選定する手法である。 

令和 3 年 5 月、建災防では「建災防方式 新ヒヤリハット報告マニュアル」を発刊したこと

から、建設工事現場での普及促進を図るため、「新ヒヤリハット報告」を活用した現場での事例

収集調査を行うこととした。 

 

1.2 調査の実施方法・期間 

調査は、「新ヒヤリハット報告」様式（巻末資料 111 頁）を用いて、調査対象現場に従事する

建設工事従事者のヒヤリハット事例を収集することであり、当該様式は選択式と自由記述式に

よって構成されている。 

 

調査対象期間は、令和 3年 5 月 25 日から令和 3年 7 月 9 日とし、建設労務安全研究会に所属

する建設事業者 41 社を対象として、メールで調査様式を配布し、メールによって様式の回答を

得た。 

 

調査事例収集対象として、あらかじめ次の条件に合致する現場を、会員企業 1 社あたり 1 現

場選定して、実施した。 

a) 土木現場の場合、現場の規模及び工種の要件はなし。 

b) 建築現場の場合、躯体と仕上の両方を施工している概ね 100 名以下の現場とする。 

 

1.3 調査の対象 

本調査は、建設労務安全研究会に所属する建設事業者 39 社を対象として実施し、31 社 35 現

場から回答を得た。35 現場における調査当日の現場就労者数は 1,927 人であり、調査様式の回

答総数は 1,349 枚、有効回答数は 1,196 枚となった。 

 

1.4 調査の質問項目 

「新ヒヤリハット報告」様式（巻末資料 111 頁）のとおり。 

 

  

 

 

－ 61 －－ 60 －



 
 

第３章 建設工事現場における新ヒヤリハット報告を活用した
事例収集調査結果 

 

１．調査の概要 

1.1 調査の目的 

建災防が新たに開発した「新ヒヤリハット報告」は、災害撲滅ヒヤリハットを災害の前兆と捉

える従来の取組（SafetyⅠ）と災害に至らず安全な状態を維持リカバリーした成功体験と捉え

る新たな取組（SafetyⅡ）という 2 つの観点から構成され、前者（SafetyⅠ）では従来の原因、

対策に加え、仕事の負担感、心理社会的ストレス、コミュニケーションの状況等の背後要因を

探り、後者（SafetyⅡ）では災害に至らずリカバリーできた理由等を把握することによって、危

険の芽を撲滅しながらレジリエンス能力向上によりヒヤリハットを事故や災害に繋げない新た

な災害防止活動を選定する手法である。 

令和 3 年 5 月、建災防では「建災防方式 新ヒヤリハット報告マニュアル」を発刊したこと

から、建設工事現場での普及促進を図るため、「新ヒヤリハット報告」を活用した現場での事例

収集調査を行うこととした。 

 

1.2 調査の実施方法・期間 

調査は、「新ヒヤリハット報告」様式（巻末資料 111 頁）を用いて、調査対象現場に従事する

建設工事従事者のヒヤリハット事例を収集することであり、当該様式は選択式と自由記述式に

よって構成されている。 

 

調査対象期間は、令和 3年 5 月 25 日から令和 3年 7 月 9 日とし、建設労務安全研究会に所属

する建設事業者 41 社を対象として、メールで調査様式を配布し、メールによって様式の回答を

得た。 

 

調査事例収集対象として、あらかじめ次の条件に合致する現場を、会員企業 1 社あたり 1 現

場選定して、実施した。 

a) 土木現場の場合、現場の規模及び工種の要件はなし。 

b) 建築現場の場合、躯体と仕上の両方を施工している概ね 100 名以下の現場とする。 

 

1.3 調査の対象 

本調査は、建設労務安全研究会に所属する建設事業者 39 社を対象として実施し、31 社 35 現

場から回答を得た。35 現場における調査当日の現場就労者数は 1,927 人であり、調査様式の回

答総数は 1,349 枚、有効回答数は 1,196 枚となった。 

 

1.4 調査の質問項目 

「新ヒヤリハット報告」様式（巻末資料 111 頁）のとおり。 

 

  

 

 

－ 61 －－ 60 －























   
   
   
   
   
   
   
   
   

２．集計結果 

 本調査によって収集した事例について、背後要因、レジリエンス能力の項目をそれぞれ土建

別、年齢別、経験年数別に集計した結果を次頁に示す。 

 

 また、収集事例のうち現場の安全衛生教育等で活用できると考えられる62の事例を「新ヒヤリ

ハット報告活用事例」としてまとめた。 
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